
文化産業システムの可能性と限界（第二部・後編）

　　　　　　　　一被助成化の可能性と限界一

佐　藤　郁　哉

　本論考の前編でもみたように，80年代は小劇場ブームの時代であると

ともに文化政策ブームとメセナブーム，すなわち芸術に対する行政および

民間による助成が拡充していった時代でもあった。1980年代の公立ホー

ルの急増，90年の芸術文化振興基金の創設と企業メセナ協議会の発足そ

して1997年の新国立劇場開場は，80年代から90年代にかけてみられた

助成拡充の一連の動向を象徴する4っの「事件」であった．

　小劇場ブームの主要なテーマの一つに小劇団すごろく的なサクセス・ス

トーリーがあったとするならば，文化行政ブームの背景には「文化立国」

と「文化都市の建設」という日本という国家および各地の自治体にとって

の一種のサクセス・ストーリーが含まれていたと考えることができる．前

編においては，「完全行政」を一っの理念型として設定することによって，

「文化立国」と「文化都市の建設」のサクセス・ストーリーと現実の文化

行政とのあいだのギャップを明らかにしていった。本編では，このギャッ

プを生み出していった行政組織内部の事情およびそのより一般的な背景に

っいて検討していく．

71



一橋大学研究年報　商学研究　40

V．文化政策ブームの実相

　　　　1．完全行政と「ストリートレベルの官僚制」のあいだ

　よく知られているように，文化政策に限らずどのような種類の政策であ

れ，政治家の所信表明や行政文書に記される政策ステートメントは，具体

的な実施の見込みがほとんどない一種の象徴程度の意味しか持たないこと

も多く，この意味での政策には「作文」ないし物語としての性格が強い．

所信表明やステートメント・レベルの政策が何らかの形で行政施策として

実施されるにいたった場合であっても，その政策が実際の遂行段階にまで

おろされていくまで間には気の遠くなるほど数多くの手続きが重ねられ，

また膨大な量の文書が費やされていく．その一連のプロセスには，種々の

利害関係者間や当事者が関与しさまざまな駆け引きや妥協が繰り広げられ

ることが多い．ある場合には，その一種の「翻訳」プロセスを経て，結果

として公式の政策ステートメントが宣言する目標と実際の行政施策および

その成果とのあいだには極端なギャップー時には本来の政策意図とは正

反対の結果をもたらすことさえある一が存在することは決して珍しくは
　（1）

ない．

　この政策決定と政策実施の間のギャップを如実に示す現象の一つに「ス

　　　　　　　ビユ　ロクラン　
トリートレベルの官僚制」がある．「ストリートレベルの官僚」とは現

実に行政サービスを行なう現場職員のことであり，たとえば教師や警察官，

図書館職員あるいは役所の窓口職員がその典型である．政治が政策を決定

し行政が政策を実施するという古典的な政治・行政二元論からすれば，行

政官とりわけいわゆるストリートレベルの「下級」職員は政策決定には関

わらず定められた政策内容を忠実に執行するという建て前になっている．

しかし，実際には個々の政策や行政機関がほんらい果たすべき機能はしば
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しばきわめて曖昧である．たとえば，福祉事務所の目標は生活困窮者に対

する収入補助であるとも考えられるし，その人たちの自助努力への支援で

あるとも考えられる．このような目標のあいまいさがあるため，現場で実

務をおこなうためにはどうしても人間の判断が必要となる。また，現実に

行政サービスを行なう上で必要となる時間や情報などの資源が絶対的に不

足しているために現場の職員はその場その場で即座に意思決定し対応しな

ければならないことも多い。結果として現場の職員は相当程度の裁量権を

持っことになり，また，彼らが独自の解釈で行政の現場での慣行として決

めたことが実質的に行政のあり方を決定していくことになる．かくして，

現場職員は，政策目標の実現のためにトップダウン的に設定され周到かっ

詳細にプログラムされた施策を忠実に執行するだけではなく，事実上政策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
の内容をボトムアップ的に決定していることがしばしばある．特に芸術行

政のように，超党派の音楽議員連盟などを除けば教育，学術，スポーッが

中心のいわゆる「文教族」に該当するような「芸術族」とも呼べるような

議会団体も存在しないような政策領域の場合には，その傾向は顕著になっ
　　　　　　（3）
てくる場合が多い．

　佐藤信たちが「演劇センター68／70（後に演劇センター68／71）」を名

乗ってテント芝居をしていた当時の公演使用許可をめぐる逸話は，そのス

トリートレベルの官僚制という現象とかなり似通った要素を含んでいる。

佐藤によれば，彼らが1970年10月に「翼を燃やす天使たちの舞踏」（佐

藤信・山本清多・斉藤憐・加藤直作，佐藤信演出）でテント公演を始めて

から約20年のあいだ，っまり全国の自治体で文化行政が唱えられまた文

化ホールが盛んに建てられていた頃，各地で公園の使用申請を役所に出し

ても，ほとんどの場合，申請書さえ受け取ってもらえなかったというので

ある．「都市公園法」の許可使用に関する項目には「演劇公演等」と明記

されているのだが，それを受付の職員に指摘しても「前例がない」という
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理由で断わられるのが常だったという一

　　・いくら頼んでも，「公演にテントを張らせて下さい」という申請書さえ

受け取ってくれない．このへんのやり口は実に巧妙だ．はっきり言うとずる賢

い．

　いったん申請を受け付けてしまえば，公園を使わせても使わせなくても，と

にかくお役所としての判断がいる．誰もその判断をしたくない．だから現場の

窓口では，原則としてあらかじめ判断が下されていることの申請書しか受け付

けない．申請用紙を受け取らない限り，「公園にテントを張らせて下さい」な

どというやっかいなお願いをしに来た奴はどこにもいないことになる．申請書

が存在しなければ，それにっいての判断もしない．それがお役所の論理という
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
ものだ．お役所では紙ペラー枚が重要な意味をもっ．

　「お役所」で流通する「紙ペラ」は，しかし，ただ一枚とは限らない。

一つの政策が施策として遂行されるまでには，膨大な量の書類が消費され

なければならない．官僚制のそのような側面を示す漢語「繁文縛礼」に該

当する英語は「レッドテープ」であるが，これは，英国で膨大な量におよ

ぶ公式文書をしばるのに赤いテープ（ひも）が用いられたことから来てい

る．もっとも，その膨大な量の公文書の全てが意味をもっとは限らないし，

それらの間で必ずしも整合性があるわけでもない，その中には，前節でみ

てきた施政方針演説や審議会の報告書のように，ほとんど具体的な実行の

見通しのない象徴的な意味しか持たないものや，大まかな政策の方針を示

すだけでありその運用に関しては現場の裁量に任される部分がきわめて大

きいものも多い．

　また，日本のように，官僚（特に省庁の課長や課長補佐といった中堅の

キャ1ノア官僚）が実質的に政策決定の機能を担い，しかも政策の実施にあ

　　　　　　　　　　　　　　　（5）
たって大幅な裁量権を握ってきた社会にあっては，「紙ペラ」の内容を決
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めるにあたっても，また公文書に明記されていない実施上のルーチンを左

右する上でも相当の権限を握ってきたのは，行政システムのさまざまなレ

ベルの役職にっいている「お役人」だったのである。特に，芸術文化行政

のように，他の行政領域にくらべて比較的新しい領域であることもあって

関連法規の整備が進んでおらず（これにっいては後述），また専門家と呼

べる人々も数少ない場合には，政策遂行にあたる現場職員が裁量権をふる

う余地はかなり大きなものであった．その意味では，芸術文化行政の内容

は政治や行政機構のトップが意思決定し演説のような形で表明し，さらに

法律や条例のような形で具体化してきた政策によって規定されてきた，と

いう以上に，現場の担当者が実際の行政場面で決定しまたルーチンとして

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
おこなってきたことによって規定されてきたと言えるのである．

　　　　　　　2．「ゴミ箱モデル」と「増分主義モデル」

　ストリートレベルの官僚制が前例主義にかたむきがちであることによっ

て変化を拒む力となっているという事実はあるにしても，文化政策ブーム

の中で起きた4っの「事件」に代表されるように，日本における文化行政

はある面では確実に変わってきたといえる．しかし，その一方でその4っ

の事件の内情にはわたしたちに「心貧しい」思いをさせる側面があるとい

うことは，その変化を否応なしに紆余曲折に満ちたものにしてしまう力が，

ストリートレベルの官僚制以外にもさまざまな形で存在していることを示

唆している．

　佐藤信は，右にあげた文章の後段で次のように書いている．

　テントをはじめて建ててからかれこれ30年，正確に言えば27年たった．お

役所は変わった．全国各地の目治体が，演劇専門と銘うったホールを次々に建

てている．建物ばかりか芝居もっくりはじめた．ぼやぼやしていると，そのう
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ち公立テント劇場だって出来るかもしれない．

　変化の理由は想像できる．バブルの時代が火をっけたという見方もあるが，

［自分は］必ずしもそうは思っていない．変化はむしろ危機のあらわれだ．バ

ブルの頃からそうだった，なにかが壊れはじめている．その正体がよくわから

ない．誰もがなんとなく居心地が悪い．そんな気分がぼくたちの日々の生活の

底にどんよりと流れている、

　お役所の変化はそのあらわれのひとっだと思う．言ってみれば，悲鳴をあげ

る前のうめき声のようなものだ．あらわれであって危機への対処ではない．壊

れはじめているものの正体を見きわめた，目算あっての変化とはとても思えな

い．……お役所はたしかに変わったが，同時に，肝腎なところはちっとも変化

していない．変わったところと変わらないところとの落差を，お役所は気づか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
ないふりをしている．それとも本当に気づいていないのか．

　いうまでもなく，「お役所」は何かある事にっいて気づいたりあるいは

また「気づかないふり」をするたった一人の人間から構成されているわけ

ではない，かといって特定の部局が全てを決定し遂行するわけでもない．

行政システムは，そのそれぞれがさまざまなレベルからなる複数の部局か

ら構成されているだけでなく，議会や首長といった政治システムと相互に

密接に関連しあいながら政策の内容を決定し実施している．そして，その

政治と行政の複合体は，全ての政策について一枚岩的なシステムを構成し

ていることはきわめて稀である．

　完全行政のモデルがその政治・行政複合体を一枚岩的なものとしてとら

え，またそれをトップダウン的に上から下を見おろすような視点を提供し

同時にその視点の限界を明らかにするためのモデルであるとしたら，スト

リートレベルの官僚制の発想は，逆に，最も下の行政現場のレベルに焦点

をあてている．文化行政をめぐって「変わったところと変わらなかったと

ころの落差」を明らかにし，また，文化政策ブームそのものの正体を見き

わめるためには，この2っの視点だけではカバーしきれないさまざまなレ
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ベルの行政組織について検討していかなければならない．

　組織理論における「ゴミ箱モデル」と政策学における「増分主義モデ

ル」は，政策とその変容を政治・行政複合体を構成する複数のサブシステ

ム間の関係構造のアウトプットとしてとらえる上で有効な分析の枠組みを

提供する．前者が「変わったところ」すなわち政策上の思いがけない変化

を説明するとしたら，後者は「変わらないところ」，っまり，政策の多く

が基本的には過去の政策の延長である点にっいての説明の枠組みとなる．

　ゴミ箱モデルと増分主義モデルは，ともに完全行政モデルのような一種

の理想論的合理性モデルとは対照的に政策科学におけるより現実的なモデ

ルとされる．じっさい，完全行政モデルの場合には，政策決定者が「社会

的目標のすべてと考えられるあらゆる政策代替案を考慮に入れ，それらの

目標に関して政策代替案の便益［ベネフィット］と費用［コスト］とを測

定し，便益費用費や純便益によって政策代替案を順位づけ，そして最善の
　　　　　（8）
ものを選択する」という，最適化原則を前提とした最適化モデルないし合

理性モデルにもとづくユートピアを想定している．これに対して，ゴミ箱

モデルも増分主義モデルも政策決定と政策実施における現実的な制約条件

に着目することを通してより現実的なモデルを提供すいる．

　まずゴミ箱モデルについて見てみよう．これは，組織における意思決定

は，必ずしも全ての場合において問題とその解決策とを理想的かっ必然的

な形でマッチングさせるようなプロセスでおこなわれるのではなく，むし

ろさまざまな問題と解決策が雑多に投げ込まれるゴミ箱の中からの，かな

り偶然的な選択行為としてとらえられることが多いと考えるモデルである，

　組織においておこなわれる政策上の意思決定過程を問題解決行動として

とらえた場合，そこに最適化原則が成立するためには，問題じたいを明確

に定義し，それを解決する上での可能な解決策のオプションを列挙した上

で，その中でも最も効果的に問題を解決する最善の解決策を選択する，と
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いう手順に従う必要がある．また，そのプロセスにはほんらい意思決定に

関わるべき組織の構成員の全員が常時参加していることが望ましい．一っ

の組織においてはさまざまな行動選択ないし意思決定の機会が存在するが，

このような理想的な条件が成立した場合には，個々の選択や決定の機会は

問題，解決策，参加者という3っの要素が必然的な状態で組み合わされた

整理箱のようなものとして考えることが出来るだろう．

　ところが，現実には，これら3つの要素の関連性は稀薄ないし偶発的な

ものに過ぎないことも多い．そのいい例が，年度末になると日本の全国各

地で繰り広げられる道路補修工事である．これは，余った予算という解決

策がそれに対応する問題を求めて独目の論理で動いていることを示してい

る．また，問題そのものにっいて参加者たちが明確な定義を共有していな

いこともよくある．むしろ，ある問題を明確にすると組織の構成員のあい

だの潜在的な対立をあらわにしてしまいかねないため，意図的に回避され

たり先延ばしにされることが多い．さらに組織の構成メンバーは，必ずし

も全員が全ての問題のあらゆる局面において意思決定に参加しているわけ

ではない．組織においては同時に色々な問題が処理されているし，メンバ

ーの関心のあり方や配分できる時間の制約によってそれぞれの問題に関わ

る意思決定に参加したりしなかったりする．また，同じ問題の意思決定に

関わる一連の会議にある時は関わっても別の時には関わらないこともある．

また，予算申請や予算確定の時期があらかじめスケジュールとして決まっ

ている例にみられるように，選択や決定の機会も，必ずしも問題，解決策，

参加者が理想的な組み合わせになるようなタイミングを想定して設けられ

ているわけではない．

　このようにしてみると，問題，解決策，参加者，選択の機会という4っ

の要素は，必ずしも相互に密接な関連性をもって結びつけられているわけ

ではなく，それぞれ独目のロジックで動いている別々の流れのようなもの
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としてとらえられることが分かる．ある決定がなされるのは，これらの，

相互にかなりの程度独立した流れがたまたま何らかのきっかけで合流した

時であることも多いのである．これを実際の選択や決定の機会に着目して

とらえてみると，それは問題，解決策，参加者という3っの要素が必然的

かっ最適の組み合わせで結びっけられた整理棚あるいは整理箱というより

は，さまざまな種類の問題や解決策が彼ら自身常時そこにいるわけではな

い組織のメンバー（したがってある時は意思決定の参加者になるが別の時

にはそうではない）によってなげこまれるゴミ箱のようなものとして考え

られるのである．

　ゴミ箱モデルの想定からすると，問題，解決策，参加者，選択の機会と

いう4つの流れの偶発的な合流のあり方次第によっては，過去の政策とは

異なる急激な変化が生まれることもありうる．たとえば，従来のものとは

異なる新しいタイプの助成金が創設される背景として，予期していた以上

の税収の自然増によって余裕のある補正予算が組める余地が出来たという

ことと選挙戦のタイミングがたまたまマッチングすることもありうるだろ

う．そして，その助成金の支給方法について周到な議論が重ねられていな

かったにも関わらず年度ごとの支給の総枠が固定されているような場合に

は，助成する側では助成対象となる団体を何としてでも探さなければなら

ない，実際にどの団体にどれだけの額を支給をすることをどのようにして

決定したかという点にっいて説明する時には，合理的な根拠というよりは

多分に事後的な理由づけによって処理されることも往々にしてあるだろう．

もちろん，実際には後づけ的な理由になってしまうことは分かり切ってい

ても，それを公式の文書において説明する時には，それなりの「合理的」

な，っまり，〈整理箱の中での問題と解決策の必然的な組み合わせ＞とい

うストーリーを構築しなければならない．「心の豊かさ」や「文化の発信」

という語彙や文化国家と文化都市の建設をめぐる文化振興のサクセス・ス
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卜一リーの筋書きは，そのような物語を構築する際の便利なッールキット
　　　　　（9〉
となるだろう．

　ゴミ箱モデルがある分野の政策にっいて「変わったこと」，しかも，

往々にして「唐突」なものになりがちな変化を説明するモデルとあるとす

るならば，次にあげる増分主義モデルは，その政策のうちの「変わらな

い」側面について説明する枠組みを提供する．

　問題と解決策の最適の組み合わせを想定する最適化規準にもとづく合理

性モデルからすれば，問題とその時々に選択可能な解決策の組み合わせ次

第によっては，従来の政策とはきわめて異なる性格のものになりうる。し

かしながら，現実には政策決定者はあらゆる代替案を考慮に入れるだけの

時間も情報も資源も持っていない．政策決定は多くの場合「不完全な情報

に基づき……不十分な費用とスタッフを用いて，しかも一定の期日までに
　　　　　　　　　　　　　　（10）
なされなければならない」のである．じっさい，政策決定者に限らず人間

一般について言えることだが，あくまでも最も効率的で唯一最善の解決策

となる政策を徹底して追求することはむしろ稀であり，多くの場合は当面

のあいだ満足できる解決策がみっかればそれ以上の検討を続けようとはし

ないものである．

　また，まったく新しい政策を採用することには全面的な失敗をも含む多

大のリスクがともないがちであるため，従来の政策を踏襲する方が安全で

もある．さらに，従来の政策プログラムを根本的に変更することは，既存

の枠組みに沿った慣行や組織構成を変えてしまい，組織内部に深刻な混乱

をもたらす可能性がある．これに対して，従来の政策を微調整しただけの

プログラムは，混乱も最小限におさえられるし従来のプログラムのもとで

既得権を行使してきた関係者のあいだで極端な利害の対立をひき起こさな

くても済む．

　かくして，一見目新しい政策と見えるものも実は基本的には過去の政策
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の延長であり，修正や変更は，従来の政策に対するつぎはぎのような付け

足し，「増分」的なものにとどまることが多いのである．

　一方のゴミ箱モデルが政策上の大がかりな変化の可能性を示唆し，他方

の増分主義モデルが政策における変化の困難性を指摘することから，この

2っのモデルは一見対立しているようにも見える．しかしながら，さきに

述べたように，政策の決定から実施までのプロセスには実に多くの段階が

含まれ，また，さまざまなタイプの政治・行政組織が関与している，言葉

をかえていえば，一口に「政策」とは言っても，ただ一人の行為者がごく

短い間に行なう意思決定およびそれにもとづく行動の場合とは異なり，実

際には一連の決定や実施の「束」ないし「群」の総体として考えることが

できるのである．さらに，ストリートレベルの官僚制にっいて述べたとこ

ろでも指摘したように，決定と実施は単純に区別できるものではなく現場

の実施局面で起きていることが政策の実質的な内容を決めていることがあ

る．それらの一連の決定や実施のあいだには矛盾や政治的対立あるいは駆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
け引きと妥協が含まれていることも稀ではない．

　したがって，公共政策の大枠を外側からとらえる限りにおいては大幅な

変化に見えても，実施局面においては従来の政策からの増分的なつけ足し

でしかないことも多いし，見方によっては「肝腎なところではちっとも変

化していない」場合も多いのである．じっさい，変化をもたらしたものが

政策問題とその解決策にっいて，その実施局面まで含めて時間をかけて周

到に練られた計画ではなく，まさにゴミ箱的で偶発的な政策決定にもとづ

いている場合には，実施局面において従来の政策の延長のような政策を帯

びることは十分考えられる．たとえば，芸術文化振興基金に関していえば，

その誕生の経緯にっいてはゴミ箱モデルがあてはまり，助成の範囲や額と

いう点ではきわめて画期的な助成だったと言えるが，その申請要項に従来

の民間芸術等振興費補助金の要件がそのまま使用されたり，担当機関を既
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存の特殊法人にっぎはぎをあてるような形で「スクラップ・アンド・ビル

ド」したという点においては増分的な変化でしかなかったと言えよう．実

際，この助成金に対しては，総額は増えても支給の基本的ポリシーは従来

の補助金と同じ「広く浅く」ないし「ばらまき」と同じではないかという

批判がしばしばなされてきたのである．

　　　　　　　アナ　キ　　　　　　3．無政府的組織としての政府機関と文化行政

　（1）　アナーキー的組織

　言うまでもなく全ての組織のあらゆる意思決定プロセスがゴミ箱モデル

や増分主義モデルで描かれたような形でおこなわれるわけでは決してない．

意思決定のあり方は組織の特性によって異なるし，同一組織の中でも意思

決定の対象となる問題の性格によって異なる．日本の行政組織には，この

両モデルが適合するようないくっかの特質があるが，とりわけ文化政策と

いう政策領域については，芸術文化振興基金にっいて指摘したような「政

策の大枠に関する決定においてはゴミ箱的プロセス，実施局面では増分主

義」というパターンがさまざまな局面で見られる．

　増分主義モデルはもともと行政組織における政策意思決定プロセスのモ

デルとして提示されたものである．とりわけ，日本の行政のように部署ご

との「縦割り主義」と言われるような内部に党派的対立を抱えそれぞれの

セクションが既得権益を主張しているような組織の場合には，前例墨守の

　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
傾向や増分主義が顕著になる可能性が高い．そのような組織においては，

従来の政策内容に対する大幅な変更にっながる意思決定に関わる合意形成

はきわめて困難であるだけでなく，急激な政策変更や「改革」に対する現

場における抵抗は根強いものがあり，決定段階では大幅な改革であったも

のが実施段階では「骨抜き」にされてしまうこともしばしばある．

　増分主義モデルが行政組織における政策意思決定プロセスのモデルであ
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るのに対してゴミ箱モデルは，元来は教育組織に関する実証研究をもとに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
提示されたものである．しかし，ゴミ箱モデルは「アナーキー的組織」と

よばれる組織としての特質をもっ行政組織における意思決定にっいても適

用可能な面を持っている。そして，少なくとも文化行政に関しては，日本

政府も自治体一行政学の用語法では「地方政府」とも言う一も，アナ

ーキー的組織としての性格が強かったと言える．

　アナーキー的組織というのは，「目標の多様性とその優先順位のあいま

いさ」，「不明確な技術」，「流動的な参加」という3っの特性を持っ組織で

あり，その典型としては大学があげられる．

　まず，目標の多様性という点にっいて考えてみよう．「完全行政」の前

提となる合理性モデルが成立するためには，組織はいくっかの明確な目的

や目標を持ち，複数の目的のあいだにはきちんとした序列ができていなけ

ればならない．これに対して，アナーキー的組織の典型である大学の場合

はどうであろうか．果たして大学の存在意義は学生の教育にあるのだろう

か．それとも，研究にあるのだろうか．あるいはまた，それらとは別の目

標（職員の生活の保証，開放講座などを通した一般社会への貢献等）にあ

るのだろうか．そして，それら複数の目標あるいはそれらを達成するため

の手段のあいだでどのような優先順位がっけられるのであろうか．大学の

場合に限らず，組織というのは，しばしばそのような複数の目標や手段の

間にあらかじめ設定されている優先順位にもとづいて行動の方向を決めて

いくというよりは，組織の実際の活動の成果をもとにして事後的に優先順

位を発見し確定していくものである．

　目標が多様であるだけではない。アナーキー的組織においては組織じた

いの管理運営や目標達成のための方法も不明確であり不確定である．っま

り，どのような技術を用いていかなる行動をすればどのような成果を導く

ことができるかという点に関しての明確な理解が共有されているわけでは
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ないのである，合理性モデルにおいては，行動とその帰結のあいだの因果

関係について事前に完全な知識や情報が存在し，それにもとづいて意思決

定がなされなければならない．しかし，たとえば，「教育」や「研究業績」

はどのようにして達成できるものであろうか，またその成果にっいては誰

がどのようにしてどの時点で正確に判断できるものであろうか。多くの場

合，このような問題は，教育や研究活動に関する技術や組織プロセスに関

する正確無比な知識にもとづく対処法というよりは，試行錯誤や過去の経

験から偶然学んだこと，あるいは必要に迫られてその場で編み出された方

法によって処理されていく．

　最後に，アナーキー組織の構成メンバーは，問題によって意思決定に参

加したりしなかったりする．合理性モデルの想定では，意思決定の主体と

なる人々は一貫して問題解決にあたらなければならないが，現実には意思

決定の参加者は問題によってもその局面によっても変化しうる．したがっ

て，一口に組織とは言っても実はその構成や境界はあいまいであることも

多いのである．じっさい，大学においては，何らかの理由（他の委員会へ

の出席，出張，単なる怠慢等）で教授会や理事会を欠席していた有力メン

バーが，既にある程度審議が進行していた議題に関して途中から介入して

半ば決まっていた決定内容をくっがえしたり，議論をそれ以前の段階に引

き戻してしまうことが十分にありうる．

　要するにアナーキー的組織とは，自分がどういう事をしたいのかという

点についても，どうやって物事を進行させればいいのかにっいても漠然と

した認識しか持たず，しかも，しばしば誰が意思決定の当事者であり誰が

そうでないかも明らかではない組織のことである．このような特性を持っ

にも関わらず，現実に組織は環境に適応し，存続し，意思決定をおこなっ

ていくものである．

　実際にはほとんどの組織には多かれ少なかれアナーキー的組織としての
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側面があると考えられるが，行政組織をはじめとする公共機関は大学と並

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
んでアナーキー的組織の典型の一っであるとされてきた．じっさい，意思

決定の結果が売り上げや利益率，極端な場合には経営破綻など目に見える

形で市場からのフィードバックとして現れやすい私企業などの場合とは違

って，行政組織の場合は，達成すべき目標も政策が及ぼした影響や効果の

判定もあいまいなものになりがちであり，また，人事ローテーションのあ

り方や選挙の結果次第によっては，意思決定の参加者もきわめて流動的に
　　（15）
なりうる．

　そして，日本の行政組織の場合，アナーキー的組織としての性格がとり

わけ顕著にあらわれていたのが文化政策ブームにおける文化行政であった

と考えられる。以下では，主に地方自治体（地方政府）における文化政策，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アナ　キ　とりわけ公立文化ホールの建設と運営に関わる無政府状態およびそれと表

裏一体のような関係にある増分主義を生み出す特質について検討してみる

ことにする。

　（2）　目的のあいまいさ

　「完全行政」的な合理性モデルの想定をもとに文化ホールの建設と運営

に関する行政組織の意思決定について考えれば，少なくとも次の3つの条

件が満たされている必要がある．

①文化ホールを用いることによって達成すべき目的についての明確な認

　識があること

②ホールの果たす機能や管理運営にっいての技術や知識の裏付けがある

　こと

③ホールの建設および運営に関する意思決定に際して当事者のあいだで

　コンセンサスがあること
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　じっさい，公立ホール建設の際に作成される「基本構想」や「基本計

画」とよばれる行政文書はそのようなロジックで組み立てられ，その中に

はホールを用いた文化振興ないし地域振興と「文化の発信」の物語が展開
　　　（16）
されている．しかし，現実はどうであろうか．さきに示したように，実際

には多くの場合，その物語の筋書きとは裏腹に文化ホールの稼働率はきわ

めて低く，しかも各種式典や商品展示会など文化事業とは言いにくいイベ

ントの使用が大半を占めている．これはとりもなおさず，文化ホールの建

設と運営に関わる自治体が文化政策についての定見を持たず，また技術や

知識も不十分であり，意思統一もできていないからではないのだろうか．

　図2－7は，Bunkamura，新国立劇場および全国各地の文化ホールの設

計協力にあたってきた本杉省三が文化ホールや各種イベントスペース計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
に関する一種の理念型として示したフローチャートである．

　見方によっては，このチャートにおいては文化ホールの施設計画とその

後の管理運営と事業展開に関わる計画が同じような重みをもつ2本の柱を

構成しているようにも見える．しかし本杉によれば，ほんらいこの2っの

柱のうちでより包括的なのは，管理・運営計画の方なのだという．

　建築の設計は，工事が完了し，施主に引き渡した時点で完了するが，その建

物が本来の目的のために，実際の利用において価値があるかどうか判断される

のは，まさにそこからである．っまり，建築家の仕事の終了がその建築の生命

のスタートになるわけで，設計や建設に要した時間の何十倍もの時間にわたっ

て社会的に存在してゆく．この意味で管理・運営は，施設計画に対するもう1

本の柱，というよりも，施設計画を含めた大きな骨格としての役割を持って
（18）

いる．

　っまり，文化ホールの存在意義はその実際の利用目的を全うしているか

どうかにかかっているのであり，その意味では建築物としてのホールはそ
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　　　　　　図2－7　ホール建設計画のフロー

出所＝本杉省三rイベントスペースの計画と立案」rべ一ス設計』53巻（1991年5月），62頁・
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れに従属するものなのである．この点で，図で黒枠で囲まれた構想づくり

の段階で綿密で周到な事前調査にもとづいて意思決定がおこなわれなけれ

ばならないことになる．しかし，本杉が指摘するように，実際には「往々

にして施設計画が先行し，それに管理・運営の計画が後追い的な形で追従

してしまうことが多い」．

　これは，構想づくりの段階で次の2点にっいての目的意識が明確にされ

ていないからに他ならない．

①ホールを使用して展開される文化活動はどのようなものか

②その文化活動にとってなぜホールの存在が必要なのか

　これら2点にっいての目的意識ないし問題意識の不明瞭さを象徴するの

が，「多目的ホール」と呼ばれる公立文化施設の存在である．じっさい，

市民会館や県民会館あるいは施設名に「文化会館」とうたっている施設に

おいてすら，現実には音楽や演劇あるいは舞踊など各種の文化事業だけで

なく，卒業式，入学式，成人式などの式典や講演会，説明会など多様な行

事のための使用を意図して設計されているところが多い．文化庁の調査に

よれば，全国のホールのおよそ9割はそのような多目的対応のホールとし

て建設されており，また実際の利用状況をみても，3割から4割がそのよ
　　　　　　　　　　　　　　（19）
うな形態で利用されているのだという。

　もっとも「多目的」とは言いながら，室内楽の作品の演奏を1000人以

上を収容できるホールで効果的に行なえるはずもなく，演劇用のホールと

音楽用のホールとではおのずから求められるものが違ってくることからも

明らかなように，実際には，多目的ホールは，それらの個別的な目的のど

れにとっても中途半端なホールが少なくない．かくして，森啓が指摘する

ように，多目的ホールの中には現実には「無目的」のホールと化している
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　　　　　　　　　（20）
例が少なくないのである．っまり，多目的ホールは，多様な目的を呑み込

もうとして結局はそれらのほとんどを無に帰していまい，結果としてほと

んど何も生み出すことも無ければ，ましてや文化を発信することなど到底

望めない，一種の「ブラックホール」のような存在になってしまっている

のである．

　このような多目的ホール批判を背景として，80年代以降はいくつかの

サイズや機構の異なるホールを組み合わせた文化会館も数多く建設される

ようになってきた．そして，そのようなホールの建設の際に作成される

「基本構想」には，多目的という言葉にかわって「主目的」という言葉が

使われはじめてきた．しかし，本杉によれば，実態は全く同じであるとい

う．

　［基本構想には］理念のキーワードにたいてい「使いやすい施設」「個性ある

施設」「機能的な運営システム」「情報発信・交流・創造の場」等といった言葉

がちりばめられており，また，ホールで行われる（あるいは行いたいと考えて

いる）催しと機能がこんなふうに述べられています．

　〉大ホールは，音楽を主目的としたホールとし，オペラ・バレエにも，ある

　程度対応できる施設とする．

　〉中ホールは，演劇を主目的としたホールとし，大ホールには適さない音楽

　の公演等にも対応できるよう配慮する．

　このような言葉の綾を設計者を泳がなければならないのです．かって評判の

悪かった「多目的」という言葉の代わりに，「主目的」などという解かったよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
うな解からないような言葉が使われ出しましたが，実態は何ら変化ありません．

　じっさい，音楽ないし演劇を「主目的」にするとは言っても，音楽には

室内楽もあればフルオーケストラによる演奏もあり，演劇にも小劇場演劇

から大ホールでの公演を前提としたスペクタクル性の強いものもある．ど

のような音楽なり演劇公演の上演を目的としているのかが明確でない限り，
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ほんらいは設計のしようもないであろう．ましてや，「オペラやバレエに

もある程度対応できる」となると，ほとんど何を「主目的」としているの

か分からなくなってしまうだろう．

　本杉は，右にあげた文章の冒頭で「肝心の『何のために作るのか？』と

いう大きな問題意識」の欠落が，このような文化ホールの建設と運営をめ
　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
ぐる現状の根底にあることを指摘している．この「何のためのホール」か

という点についての目的意識の不明確さおよび基本構想や基本計画などの

公文書じたいのあいまいさとそこに盛られた目的と建設後の運営の実態と

のあいだのギャップの存在は，建設計画じたいが公文書に盛られた目的と

は異なる目的のために建設されたことを示唆し，また管理・運営計画とい

う面では周到な検討のもとに決定されたものでなくゴミ箱モデル的な意思

決定過程を経て決定されていることを示唆する．

　じっさい，多くの目治体関係者や建設関係者の証言から浮かび上がって

くるのは，「文化振興」という表向きの目的とはほど遠い，いくっかの目

的である，その内の一っは，他目治体との横並びというものである．っま

り，「隣の町にも立派な文化会館が出来たのに，うちの町には古びた公民

館しかないのは体裁が悪い」「流行りだからホールをっくろう」とするよ

うな発想である．文化ホールラッシュが起きた80年代には，この傾向に

拍車がかかり，文化ホールの建設それじたいがブームであることが建設の

動機づけとなってきたと言われている．

　「立派な」ホールは，また，その建設当時の首長の業績を示すモニュメ

ントにもなりうる．じっさい，（特に文化ホールに限らず公立施設におい

てはこのようなことが行われるが）ホールの竣工式やオープニング関連事

業に際しては，実質的に建設計画に関わった担当者や設計家ではなく首長

が実質的な主役としてスピーチを述べることになる．また，その際にはそ

の後の文化事業では滅多に使われることがない舞台装置のセリに乗って首
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長が登場して挨拶を述べるかも知れない．その挨拶のスピーチ文面に基本

構想や基本計画に出てきた文化振興の物語が語られるのは言うまでもない．

これにっいて本杉とおなじように全国のホールの建設や設計にかかわって

きた清水裕之は次のように指摘する　　「建前としては芸術文化の振興，

育成を掲げるものの，実質は生活文化すべての領域における行政の意気込

みを地域住民に示す，象徴的な施設としての文化会館を位置づける意識が
（23）

強い」．

　　　　　　　　　　　　　　ノヤ　　　コ
　ハコもの行政，すなわち公共の建築物の管理・運営やそれを手段として

使って展開すべき事業についての確たる見通しもなしにとりあえず建物だ

けを建ててしまおうという発想も文化ホールの建設の直接的な動機づけに

なりうる．いわゆるハコもの行政は，日本の行政の伝統的手法であり理解

が得られやすいし，またコンセンサスも形成しやすい．というのも，ハコ

の建設それ自体は一種の土木事業であり，したがってその成果が目に見え

る建築物としてあらわれるだけでなく，（一時的であるにせよ）地元の経

済をうるおし雇用を促進する．また，これらの経済的波及効果についての

見通しや実際の経済効果は具体的な数値としても明確に示すことができる．

これに対して，文化振興という目的にもとづく事業は目に見えにくいし，

測定がきわめて困難でもある．

　80年代から90年代にかけて文化ホールの建設ブームが起きた背景の一

っとしては，土木事業の順番ということも考慮に入れる必要がある．野村

喬は，道路，鉄道の次の候補として，市民会館や町民会館のあとに文化芸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
術に使用する建物の順番がまわってきたことを示唆している．森啓も，文

化ホールの建設が他の自治体との横並びになりがちな背景として，下水道

をのぞけばシビル・ミニマムがほぼ達成され，目治体財政に余裕が出てき

ことと，学校施設の建設が一通り終わって教育委員会部局で学校建設のた

めの予算が浮いたが，行政の縦割りセクショナリズムのためにそれを首長
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部局に返さずに教育委員会部局で使ってしまおうとして手っ取り早く文化
　　　　　　　　　　　　　　　（25）
ホールをっくるという傾向をあげている．

　これに関連して，ある文化事業関係者は次のように語ってくれた．

　戦後の日本の行政がやってきたことが何かっていうと，ハコを作ってきたん

ですよ，それはね，福祉だったら福祉何とかセンター．……何でもかんでも

『センター』がついて，センターというイメージは，中身はもう極論すれば何

でもいいのね．ハコがありますと．入り口があってロビーがありますと．会議

、室，ホールがあります，雑誌が並んでいます，そこに市のOBがいます．そこ

の看板が福祉だか文化だか何でもいい．……ハコをっくるっていうのは，基本

的な戦後日本の行政の手法ですから，それをもう疑わないんですね．それは時

代とともに流行があって，昔はコミュニティセンターだとか．……現実は，こ

う言っちゃ悪いけど，建築業界と一部役人と議会が結託して，ままごとのよう
　　　　　　　（26）
に図面を作ってさ・一・

　かくして，一見文化振興を目的とする文化行政の理念にもとづいて建設

されたかのようにみえる文化会館を一皮むいてみると，土木行政によって

っくられたハコの姿が見えてくることが少なくないのである．

　（3）　思いがけない解決策一補助金と地方交付税

　80年代から90年代にかけては，そのハコを，建設後の管理・運営計画

にっいては棚上げにしたままでとりあえずっくってしまうための予算も比

較的潤沢に供給されてきた．右にあげた土木事業の順番や教育委員会部局

と首長部局の予算配分というのは自治体内部の予算配分に関わる事情であ

るが，これらの要因に加えて80年代後半から90年代における文化ホール

建設の財政的「裏づけ」として重要な役割を果たしたと考えられるのは，

目治省が中心となって80年代半ばからふるさとづくりやまちづくりとい
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うコンセプトで展開されてきたさまざまな財政支援のための事業債制度で

ある．目治体はこの事業の認定を受けると，当該年度には地方債の発行が

許可されるだけでなく，後年度にはその元利償還金の半分程度が地方交付

税という形で交付されていく．つまり，自治体にとっては，自前の税源が

半分程度でホールが建設できるだけでなく，当面の資金がなくてもとりあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）
えず巨額の費用がかかるホールを建てることができるわけである．

　たとえば，1988（昭和63）年度から90（平成2）年度までの3年間に

わたって実施された「ふるさとづくり特別対策事業」の場合は，事業債の

元利償還金について，後年度に30パーセントから50パーセントを地方交

付税によって措置されるともに，当該年度に関しても対象事業経費の原則

として15パーセントが交付税によって措置される．同様の事業は，90年

以降も「地域づくり推進事業」（90～92年度）「ふるさとづくり事業」（92

～98年度）としておこなわれてきており，ある資料によれば，90年度か

96年度までのふるさとづくり事業のうち文化施設建設の占める割合は，

事業数で15パーセント，事業費で約25パーセントであり2兆円を超える
　　　　　　（28）
額にのぼるという．また，目治体が文化ホールを建設する際には，このよ

うな地方債の他にさまざまな官庁からの補助金を組み合わせることが多く，

目治体じたいの負担はさらに少なくなることも多い．

　そもそも地方交付税や政府による補助金は，国と地方公共団体間の事務

配分比率と税源配分比率のあいだのギャップを埋める制度として機能して

きた面がある，すなわち，国と地方の税収の割合は大まかに言って2対1

であるのに対して，最終的な歳出は逆に国が1で地方が2となっており，

補助金や助成金などの国庫支出金や地方交付税は，そのアンバランスを埋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
める財政調整制度としての役割を担ってきたのである．そして，補助金や

交付税の配分の権限を握ってきたのは，中央省庁であった．言葉をかえて

いえば，地方自治体の文化振興計画にうたわれている「地方の時代」や
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「地方からの文化の発信」は，実際には，多くの場合「中央」からの予算

配分によっておこなわれてきたのである．

　このような予算の「裏づけ」は，見方によっては「とりあえず何か入れ

物としてのハコをっくる」というハコもの行政独特の目的とその解決策で

ある予算とがうまくマッチングした例であるとも言えなくもない．しかし，

言うまでもなく基本構想や基本計画にうたわれているのは，文化振興とい

う目的を達成するための文化会館，劇場，あるいはホールの建設である．

したがって，文化行政という観点からすれば，実際の展開はむしろ，予算

という「解決策」の流れが，その建物を使用して行われる文化振興のため

の事業をどのように展開すればいいかという「問題」の流れとはほとんど

無関係の独自の流れを形成しており，解決策の流れが文化振興とは関係が

稀薄な何らかの問題の流れ（土木事業としてのハコものの建設，首長の意

向によるモニュメントの建設など）とたまたま合流した結果として文化ホ

ールが建設されたのだとも言えよう．っまりこの場合，文化ホールという

ハコの建設に関しての意思決定は，まさにゴミ箱モデル的な展開を示して

いることになる。

　（4）　不明確な技術

　文化ホールじたいの建設という目的についてはゴミ箱モデル的なプロセ

スによって比較的短期日のうちに達成できたとしても，文化振興と文化発

信の拠点としてのホールの管理・運営の知識，技術，ノウハウというもの

は一朝一夕に獲得したり蓄積できるものではない．もし目治体が文化振興

の目的を達成しようとするならば，それにふさわしい人材を官民を問わず

に招請してホールの運営を委託すべきであろう。しかし現実には，さきに

あげた引用にも見られるように，文化会館にはしばしばその管理・運営に

は適任とはいえない「市のOB」が管理職としてっとめている．これにっ
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いては，森も，多くの文化会館において退職者ないし退職間際の「管理職

が最後の花道ということで館長になっている」と指摘する．また，住友生

命総合研究所が1982年に文化庁の委託を受けておこなった『我が国の芸

術文化の動向に関する調査』によれば，調査票に回答を寄せた全国1101

館の公立文化ホールの館長のうち公務員が約70パーセント，退職公務員

が23パーセントを占めており，「音楽・演劇関係者」はわずか0．4パーセ
　　　　　（30）
ントに過ぎない。

　そして，目治体の文化ホールで仕事をしてきた芸術関係者の多くは，そ

のような経歴の館長たちが文化ホールを運営する上での知識や能力におい

て決定的に欠けている人々であるという事実に否応なく気づかされてきた．

如月小春は，これにっいて次のように語っている．

自治体の文化事業の現場担当者は，辞令でそこに送られ，また去っていく人が

ほとんどで，専門的な知識などあまりない方が多い，これは私の実体験だ．立

派な建物とは裏腹に，芝居などここ何十年も見たことがないと豪語する責任者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）
が，フカフカした立派な椅子に座って名刺を差し出されたりする．

　また，文化行政にも詳しいある文化事業関係者は，次のように語ってく

れた．

行政の中でも唯一その言葉［「芸術にっいては知らない」というような発言］

を許されているのは，ホールだけですよ．たとえば，税金の方にいったりと

色々な重要ポストに行った人たちがふんぞり返って「わたし，税金の事はよく

分からないんです」て言って名刺出したら，「こいつ，馬鹿か」と思いますよ

ね．「道路ってどうやって出来てんですかね」って道路部長とかが言ってたら，

「信用していいのか，こいつ」と思うでしょう．文化だけは，「わたし，文化に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
弱くて」とかって言えるんですよ．……それが許される唯一の部署ですよ．
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　問題は，館長だけに限らない、右にあげた『我が国の芸術文化の動向に

関する調査』によれば，公立ホールの常勤職員の数じたいが平均でわずか

9人に過ぎない．しかも，多くの公立施設ではホール職員には一般職の行

政官があてられている．日本演劇教育連盟が92年に行った調査もほぼ同

様の結果を示しているが，その調査対象となった公立ホールのうち企画担

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）
当者をおいていないホールがほぼ半数の45パーセントに及んでいる．っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　コまり，これらの職員のほとんどはホールという建物の管理要員として存在

しているのであり，そのハコを使ったソフトの展開のための人材ではない

のである．

　これらの事実は，さきにあげた，公立ホールで行われる自主事業の数が

極端に少なく，ほとんど貸し館，すなわちどこか他の場所でっくられた作

品を上演するに際して場所を提供する場としてしか機能していないことを

示すデータや資料と符合する．これは，西洋諸国における状況とはきわめ

て対照的である．すなわち，西欧においては，公立の劇場やコンサートホ

ールの運営は芸術に関する知識と素養を備えた人々の専門職的業務として

おこなわれ，それらの劇場やホールは，芸術作品の発表の場としての上演

機能だけでなく，っくり手の側の人材育成と観客育成という，芸術のイン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）
フラを支える他の2っの機能を果たす場として存在しえているのである．

　演劇の世界では劇場のことを劇場をことをよく「小屋」と呼ぶ，公立ホ

ールが貸し館としてしか機能していないということは，これが「貸し小

屋」でしかないという事を示唆する．じっさい，日本の舞台関係者にとっ

ては，公立ホールに限らず民間のホールも使用料金をとって上演をおこな

わせるだけの貸し小屋でしかないことが日本における芸術のインフラの現

状に対する不満の最も大きなものの一っであった．もっとも，公立ホール

の場合は，しばしばその「貸し小屋」ですらない．というのも，小屋とい

う呼び方は，既に劇場がハードとしての機能に加えてそれを舞台芸術のた
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めの施設＝小屋として運営していく上で必須となるスタッフの知識や技術

が蓄積されていることを前提とするからである．その点において，民間ホ

ールの場合には，少なくともホール担当者にはある程度の知識や技術の蓄

積があり・劇場を小屋として機能させているのであるが，公立ホールの場

合には，それすらも無いことが多いのである．

　日下令光は，20年近く毎日新聞で演劇セクションを担当してから，日

本舞踊協会事務局長を経て1981年に厚木市の文化会館館長に就任した当

時の体験にっいて，次のように述べている．

　　一公務員感覚からすれば，会館は公共の施設であり，そうした施設一般と

何らかわりはない，公立文化施設→会館→劇場→小屋という文脈は，一概には

通じないところがある．私は館長就任直後，1400の客席のあるホールを無意

識のうちに小屋というようないい方をして，職員に少なからざるカルチャア・

ショックをあたえていたことをあとで知った．だがいまでは知らないうちに，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）全職員が「お疲れさま」という劇場人用語を何の抵抗もなく使っている．

　日下と厚木市の職員とが相互にカルチャー・ショックを体験した頃から

既に20年近くの歳月が経過しているわけであるが，事態はさほど好転し

ていないようである，前編であげたように，1997年におこなわれた調査

によれば，自主事業と共催事業が行なわれているのは年間に18日程度に

過ぎないのである．これは，まだまだ目分が担当するホールを「小屋」で

はなくむしろ式典などをおこなうためのハコとしてしか認識していない職

員の方が多いことを示している．

　自分の担当する施設をハコとしてしか認識できない職員が大多数である

ことは，文化ホールの運営にあたる組織がその目的という点だけでなく管

理・運営のための技術という点で致命的な問題を抱えており，意思決定が
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ゴミ箱的プロセスになりがちであることを示唆する．「パック買い」と呼

ばれる慣行は，このホール運営におけるゴミ箱的な意思決定プロセスを如

実に示す現象である．「パック買い」ないし「パッケージ事業」というの

は，外部の芸術団体や芸能プロダクションによって企画された催しを実際

の入場料収入とは無関係に上演料を支払うという契約内容で一括方式で購

入する事業のやり方である．パック買いにあたっては，芸術団体やプロモ

ーターなどから提供された情報（公演名とその内容，公演所要時間，費用

など）をもとに公文協が1976（昭和51）年度から発行している公演一覧

表である『公演事業資料』をもとにして文化事業の担当者が購入を決める

というパターンが最も一般的である．さきにあげたように，ホールの運営

状況に関する実態調査によれば，ただでさえ少ないホールの「自主」事業

の中でこのパッケージ事業は実に6割以上を占めているのである．

　もちろん，パッケージ事業それ目体に問題があるわけではない．芸術団

体の東京圏一極集中が紛れもない事実である以上，パッケージとして構成

された良質の内容の公演を慎重に選定してそれを市民に提供することは市

民ホールの重要な役割の一っであろう．ところが，実際におこなわれるパ

ック買いの中には，担当者が実際の公演内容にっいてほとんど情報を持っ

ていない状態で，ほとんどプロダクションの言いなりで購入したり，毎年

予算編成時期の8月に発行される『公演事業資料』に掲載されている1，2

行程度の情報のみをもとにして，いわばカタログ・ショッピングないし通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
信販売のような形で購入するケースが少なくないのである．

　っまり，文化ホールの建設じたいの場合とまったく同じように，そのホ

ールの中で行われる事業もまた，それぞれ独目の流れを形成している予算

という解決策と「自主事業」の実施という目的とが偶発的に合流してなさ

れるゴミ箱的な意思決定プロセスによって実現されているのである．そし

て，この場合，アナーキー的組織の特質の一っである技術や知識の欠如が，
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その重要な背景としてあることは言うまでもない。

　（5）　流動的な参加者

　1992年からはじまった公文協（全国公立文化施設協会）による「アー

トマネジメント研修会」と自治省系の財団法人地域創造によって1994年

に開始された「ステージラボ」は，このような事態に対応し，また文化行

政そのもの対する関心の高まりを背景として，文化施設を活用した文化事

業のプロデュースとマネジメントの知識や技術を修得させることを目的と

して行われてきた目治体職員（自治体系の財団職員を含む）向けの研修事

業である．同じような研修は，自治体単位でも実施されており，芸術文化

交流の会がおこなった実態調査によれば，1996年までにこのような調査

を行った目治体は都道府県のレベルだけでも20以上にも及ぶものと推測
　　　わ
される．これらの研修事業は，文化施設運営にとって必要な技術や知識あ

るいはセンスを磨く上で一定の成果をあげてきたものと評価できる．特に，

日頃芸術公演それじたいにふれる機会の少ない東京以外の地域の自治体職

員にとっては，またとない研鋤の機会となってきたと言えよう．

　しかしながら，多くの自治体は一方ではアートマネジメント研修という

斬新な研修システムに職員を派遣しながら，他方では折角その研修で知識

や技能を身にっけた職員の人事に関しては，従来のローテーション・シス

テムをほとんどそのまま適用するという，まさに増分主義的な人事管理を

おこなってきた．すなわち，地方公共団体の職員は定期的に異動するのが

典型的なパターンであるが，文化担当職員についても，期間としては3年

以内が約43パーセント，4，5年で残りの49パーセントが異動してしまい，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
6年以上はほとんど例外といえる現状なのである。芸術文化行政のように，

他の行政領域にもまして知識やノウハウの蓄積が必要とされしかも地域住

民や芸術団体との人的なっながりが大きな意味をもつ分野においてすら，
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この方針が適用されているため，せっかく文化事業のコッがのみこめ芸術

団体とのコネクションが出来た段階で異動という事態が稀ではないのであ

る．極端な場合には，アートマネジメント研修を受講した直後に芸術文化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）
とは全く関係のない部署に配置転換されるという事すらある．

　ある行政関係者の話によると，この一見きわめて不条理な展開になって

しまうのは，アートマネジメント研修プログラムに職員を派遣することに

っいての意思決定，あるいはまた，研修プログラムの創設そのそのものに

っいての意思決定の背景に文化施設運営の現状を改善しようとするという

目的とはほど遠い動機づけが存在することが多いからだという，それは，

ある時には，他の目治体との横並びであり，また別の時には，役所におい

ては予算を通すこと自体が目己目的化しており，予算の時期に流行りのア

ートマネジメントに職員を派遣するという要求を出すと通りやすいという

理由だけで出してみるという場合もあるのだという．じっさい，都道府県

主催のアートマネジメント研修会の中には，2，3年実施されただけで終了

してしまったものも少なくない．

　っまり，文化施設のアナーキー的側面を改善する効果をもっはずの研修

においてすら，「政策の大枠に関する決定においてはゴミ箱的プロセス，

実施局面では増分主義」という典型的なパターンがあらわれているのであ

る．また，このような人事システムは，文化行政のアナーキー的性格を改

善しないだけではなく，「流動的な参加者」というアナーキー的組織に特

有のもう一っの性格を温存することにもっながってくる．すなわち，文化

事業の担当者は，必ずしもその業務に対する適不適という判断規準ではな

く単に人事ローテーションのめぐりあわせで，ある場合には文化ホールの

運営の現場の担当となり，またある場合には最終的な意思決定権をもつ部

長や館長の役職にっくことになるのである．そしてまた，ある文化事業の

プロジェクトの途中で辞令一っで別の部署に移っていき，それによってそ
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のプロジェクトの方針や性格が変わってしまうこともたびたびある．この

ような流動的な人事パターンは，多くの面で永年の積み重ねやネットワー

クの形成を必要とする文化事業にとっては最もふさわしくないものである

と言えよう．

　あとでみるように，最近は，このような問題に対する反省をふまえて文

化振興財団などを設立した上でそこに文化ホールの運営を財団に委託する

ような自治体も増えてきた。そのような場合は職員の「プロパー化」が進

み，任期も比較的長くなっている．これは，人事面における増分主義から

の一歩前進であると言える，もっとも，一方でこのようなところでさえ，

最終的な意思決定権を握る部課長クラスについては2，3年単位の人事ロー

テーションが組まれている自治体からの出向者がつとめているケースが少

なくない．

　（6）　アナーキー的組織と無法状態

　アナ　キ　
　無政府状態は，無法状態でもある．目治体を文化ホールの建設や運営を

はじめとする文化行政に関して「目標のあいまいさ」「不明確な技術」「流

動的な参加者」という3っの特徴をもっアナーキー的組織にしてしまって

いるもう一っの根元的な理由に，文化会館に関する法的根拠の欠如ないし

既存の法律と実態とのあいだの不適合がある．実は，文化政策ブームの中

で全国各地の公立文化ホールで展開されている文化事業の中には厳密な意

味では既存の法律に抵触しかねないものが数多く含まれているのである．

　いうまでもなく，行政組織においては何らかの法を根拠として目標を設

定しそれに沿った施策を展開していかなければならない．社会生活上どう

しても必要なものでありながら根拠となる法律がない場合には，それをっ

くるのが立法府たる議会の責務でもある．じっさい，学校や病院などほと

んどの公立施設に関しては該当する法律があり，文化施設についても図書

　　　　　　　　　　　　　　　101



　　　　　　　　　　一橋大学研究年報　商学研究　40

館については図書館法，博物館および美術館にっいては博物館法が存在し，

それぞれの施設がおこなうべき機能や目的が明記されている．また，それ

ぞれの事業を遂行するための専門職としての司書や学芸員にっいての規定

も設けられている．図書館法も博物館法も1949年に制定された社会教育

法にもとづいてそれぞれ1950年と51年に個別の法律として制定されたも

のであるが，文化会館についてはその設置や事業内容およびその事業を遂

行する上での専門職に関しても個別の法律は制定されず現在にいたって
（40）

いる．また，芸術振興法あるいは社会教育法の上位にあたる教育基本法に

相当する「文化基本法」を制定すべきだという議論はかなり以前から存在

するが，現在にいたるまで実現しておらず，音楽のみを対象にした「音楽

振興法」が1994年に制定されているに過ぎない．

　それどころか，現在のところ公立施設の建設と管理・運営に関する実質

的な根拠となっている地方目治法には，その解釈次第によっては本格的な

芸術文化事業を展開する上で抵触しかねない条項が含まれている．すなわ

ち，文化ホールは，地方自治法からみれば第244条の「住民の福祉を増進

する目的をもってその利用に供するための施設」を根拠として設立されて

いるが，同条にはさらに次のような2っの規定があるのである一「正当

な理由がない限り，住民が公の施設を利用することを拒んではならない」

（第2項），「住民が公の施設を利用することにっいて不当な差別的取り扱

いをしてはならない」（第3項）．さらに同条の2の2項では，長期かっ独

占的な利用をさせようとする時には議会で出席議員の3分の2以上の同意

を得なければならないとしている．

　っまりこの規定を機械的に解釈すれば，形式的平等と機会均等主義が原

則なのであり，どんな催し物であろうとも法律上断わることは難しく，逆

に特定の芸術団体が稽古期間も含めて長期間にわたって劇場を使用するこ

とも出来ないことになってしまう．じっさい，多くの文化ホールでは，施

　　　　　　　　　　　　　　　102



文化産業システムの可能性と限界（第二部・後編）

設使用申請の受付の際には使用予定の一定期間前（1年であることが多

い）に役所の窓口に並んで先着順ないし抽選で行われている．

　これにっいて，米屋尚子は次のように指摘している．

　［自治法244条の規定によれば］施設の貸し出し窓口にいる行政官は，規定

にのっとって，プロの芸術団体にもアマチュアの団体にも，はたまた政治集会

にも宗教団体にも，同じ条件を提示して貸し出して事故がなければそれで職務

を全うしていることになる．施設管理者なのだから，一般職の行政官で担当で

きると考えられてきたのだし，例えば舞台装置の搬出が大変だからと，貸出し

期間の延長を黙認することには，職務上求められていることではない．最近は

自治体によっては条例で定められて芸術文化振興のために専有使用を認める施

設もでてきたが，まだまだ圧倒的多数が行政官の裁量によって，芸術鑑賞の場

にふさわしい否か，左右されているのが現状だ．

　東京文化会館の副館長であり公文協の常務理事でもある鈴木滉二郎が指

摘するように，自治法の通説的解釈には，「合理的な差別的取り扱いは当

然許される」としており，また制限されるべき独占的な利用とは「当該公

の施設の目的を実質的に逸脱する使用の場合をいう」とあり，柔軟な運用

が可能であるはずのものである．しかし，現実には，機会的平等主義の方

針がとられ，また，長期かっ独占的な使用は許されないため特定の音楽団

体や劇団が公立施設を拠点として活動するようなことは困難であるという

　　　　　　　　　　　　　　　（41）
解釈にもとづく慣行が一般的であった．

　っまり，文化政策ブームの中で特定の芸術ジャンルに特化したホールの

数が増えてきたとはいえ，役所の窓口というスト1ノートレベルの官僚制の

レベルでは従来の形式的平等主義と機会均等主義的な解釈を踏襲した前例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
墨守的ないし増分主義的な慣行がとられるのが一般的だったのである．多

目的ホールの多くが何の目的にも立たない無目的ホールであったように，
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形式的平等主義が原則の「みんなのためのホール」は，結局は誰のための

ものでもないホールになってしまう可能性が高い，以上のような慣行が支

配的になる現行の法体制のもとでは，自治体が建設し運営した文化会館は，

「公立」ホールではあっても真の意味での「公共」ホールにはなりえない

確率はきわめて高いと言えよう．

　かくして，法律制度の不備は一方では全国の自治体が80年代以降次々

と建ててきた文化ホールを，どのような目的にもとづいて施設を建てるの

かも明らかでなければ（Why），その施設を使って何をどのようにやれば

どのよう成果を生み出せるのかも明確ではなく（WhatとHow），さらに

それらの事項にっいて誰がどのようにして決めるのか（Who）もあいま

　　　　　　　　　　　　　アナ　キ　
いなままに意思決定が行われる無政府的な施設にしてしまう上で大きな影

響を与えてきた．しかし，他方では，法制度の不備は，それらの施設を基

本的に過去に誰かが何らかの目的でその当時の知識や技術をもとにして作

り出した現場の慣行を越えない範囲での変化しか認めない増分主義が強固

　　　　　　　　　　　　　　（43）
に支配する施設にもしてきたのである．

　（7）　対症療法から「根本治療」へ

　高級ホテルとも見紛うばかりの外観を誇り最新鋭の医療機器や快適なロ

ビーや病室設備も備えながら，そこで医師や看護婦の役割を演じているの

は，全くの素人かごく短期の研修を受けただけの者でしかない。それでも

ある程度の現場経験を積んだと思ったら，またある日突然辞令一本でそれ

までの蓄積が全く生かせない経理部門や庶務部門に異動させられてしまい，

再びまったく医療経験の無い素人が医療現場に配置されてくる……．この

ような病院に誰も入院したいとは思わないに違いない．もし不幸にもこの

ような病院に収容されるような事になってしまったら，それは不条理劇な

いしホラー・ストーリー以外の何物ではないだろう．しかし，全国の文化
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ホールが置かれている状況は，まさにこのような病院に近いとは言えない

だろうか？

　不思議なことに病院の場合であったならば不条理であり現実にも到底あ

りえない事態が文化ホールの場合にはごく普通の慣行として通用している．

たとえば，病院の場合だったらたまたま予算があったからといって病院を

建て，初年度は開院記念ということで必要もない薬品や医療機器を大量に

買い込み，2年度以降は，病院の建物維持のためにかろうじて必要な予算

だけを確保するようなことは考えられない．しかし，文化ホールはまさに

そのような経緯で建設され，オープニングの記念行事が終わった後には施

設維持と年に数回，数日問だけおこなわれる「自主事業」のためだけの予

算が確保されているに過ぎないことがよくある．しかも，この「病院」の

果たすべき目的が病気の治療や健康の回復にあるかどうかもすら明確では

なく，また，病院設立やそこでおこなわれる医療行為にっいての法的根拠

もあいまいなのである．

　もしこのような「病院」が実在するとしたら，病んでいるのは病院に収

容されている患者ではなく，むしろその病院の組織と医療制度そのもので

あると言えよう．これは目治体の文化ホールの建設と運営に限ったことで

はない。あえて極論すれば，日本の場合，国によるものも含めて文化行政

一般が文化振興に関する基本的な理念や知識を欠いたまま旧来の発想と手

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
法および組織構成によっておこなわれる「対症療法」に過ぎないものに終

始してきたと言えよう．もちろん，国や自治体は，ある時には新しいタイ

プの助成金の創設や壮麗な文化ホールの建設といった，一見斬新な文化振

興のアイディアにもとづく大がかりな「手術」とも見えるような対策をほ

どこすこともあった．しかし，その「予後」の過程においては，相変わら

ず根本治療とはほど遠いその場しのぎの対症療法のような施策を繰り広げ

てきたのである．その意味で，急激な変化をともなうゴミ箱モデル的な意
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思決定プロセスと実施局面における増分主義的な傾向は，同じコインの裏

表のような関係にあると言えよう．

　「政策の大枠に関する決定においてはゴミ箱的プロセス，実施局面では

増分主義」というパターンが芸術文化振興基金にっいてもあてはまること

は既にみてきたが，同じようなパターンは，国家が建設した巨大な文化ホ

ールとも言える新国立劇場の建設とその後の運営の経緯にも見られる．同

劇場が開場したのは，1966年に国立劇場の開場直前に衆議院の付帯決議

として「伝統芸能以外の芸能の振興」をはかるために必要な措置を講ずる

ことが決められてから実に30年以上もの歳月が経過してからである，設

立趣意書の文章とは裏腹に，そのあいだ，「何のための国立劇場か」とい

う問題は明確になってきたとは言い難い．また，国立劇場というものがど

のようなプロセスを経て何を達成しうるのかにっいてもいまだに模索が続

けられている．そして，この30余年のあいだに国立劇場に関わってきた

膨大な数におよぶ芸術関係者や建設関係者，財界関係者を中心とする民間

の委員や文化庁や建設省の官僚の顔ぶれはきわめて流動的なものであった．

　結局，公立文化ホールと同じように，日本の政府が建てた新国立劇場も

　　　　　　アナ　キ　また，きわめて無政府的な組織過程を経たゴミ箱モデル的意思決定のプロ

セスを経て初台という土地が選定され，また，空中権の売却と東京オペラ

シティとの一体開発という一種の奇策によって「ひょうたんから駒」のよ

うにして生まれた巨大なハコとしての性格が濃厚なのである．そして，一

方では劇場の管理運営と既存の舞台芸術界との調整という2っの大きな問

題について十分な検討を重ねることなく見切り発車のような形で出発し，

国立劇場を改組し芸術文化振興基金というきわめて性格の異なる組織を同

居させた日本芸術文化振興会が直接劇場の運営にあたる新国立劇場運営財

団の上部機関になるという，増分主義的な構成になっている．

　以上のような国や自治体の文化行政のあり方が不条理かつある意味で病
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理的であることは言うまでもない．事態の改善には，「病因」についての

徹底的な解明と大手術にも匹敵する根本的な治療が必要であろう．そして，

欧米とは異なって日本のように行政の側に芸術や文化といった領域に関す

る知識や技術の蓄積も人材も決定的に不足しており，市民や民問の芸術団

体の活動が芸術を支えてきた社会の場合には，その根本的な対策には民間

への大幅な権限委譲を含む施策が必要になってくるだろう．じっさい，こ

れまで各地の文化ホールや文化振興策の成功事例一水戸芸術館，岸和田
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）
「まどかホール」，世田谷パブリックシアター，金沢市民芸術村など一と

されてきたものの多くは，ホールの建設とその後の管理・運営あるいは政

策策定に関わる一連の意思決定プロセスのどこかの時点で行政側の決然た

る意思決定があり，安易な「民活」導入とは対照的な民間への大幅な権限

委譲を含む施策がとられている．

　じっさい，文化政策ブームという大手術を経ておびただしい数の文化都

市を擁する文化国家として再生したかのように見える日本において，芸術

と社会のあいだの関係は相変わらず幸福なものであるとは言えないが，こ

れはとりもなおさず，公的セクターと民間セクターの役割分担の組み替え

という根本治療をほんらい必要とするはずの文化政策が現実にはその場し

のぎの対症療法にとどまっているからに他ならない，そして，多くの場合

対症療法に過ぎなかった文化政策がしばしば唐突な展開を示していった背

景には，これまで周辺的な位置づけしかされてこなかった芸術文化が社会

全体の構造転換の中で急速にクローズアップされてきたという事情がある．

佐藤信が指摘したように，「お役所」が変わったようでいて実は本質的な

ところでは全く変わっていないように見えるのも，一種の「危機」ともい

えるその社会全体の変化に対して行政が真正面から取り組んで対処するこ

とを避け，その場しのぎのやり方で処理しているからに他ならない。
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　それにしても，国民の芸術鑑賞に対する二一ズも芸術的素養も決して高

いものであるとは言えない日本社会にあって，なぜ行政機関はいわば目ら

にとって最も不得意な領域であると言える文化行政という分野に手をそめ

るようになっていったのであろうか？　既にみたように，文化国家と文化

都市の建設という物語はこの問いに対する納得のいく答えを提供するもの

ではない．土木行政の順番や他の自治体との横並びという動機づけによる

説明は，多目的ホールを中心とする文化ホールの建設に関しては一定の答

えを与えてくれる。しかし，それは専門ホールの建設や芸術文化振興基金

やアーップラン21の創設など80年代から90年代にかけて展開された芸

術活動に対する積極的な施策の背景については満足のいく答えにはならな

い．

　　　　　　　　4．文化政策ブームの一般的背景

　（1）経済のソフト化とサービス化

　文化政策ブームの重要な背景となり，また佐藤信が「危機」とよび，

「なにかが壊れはじめている」兆候としてとらえた社会変化と，「ソフト

化」や「サービス化」と呼ばれる経済・産業構造の転換および企業構造と

人々のライフスタイルの変化とのあいだには密接な関連がある．社会構造

のさまざまな局面に見られるこれらの変化によって，これまで日本社会の

中で周辺的な位置づけしか与えられてこなかった芸術をはじめとするいわ

ゆる「文化」の存在が否応なしにクローズアップされてくることになって

いったのである．

　『文化の時代』は，全9冊からなる一連の大平首相政策研究会報告書の

第一冊目である．中曾根康弘首相時代（1982年11月～87年ll月）の

1983年8月に出された『ソフトノミックスー経済の新しい潮流一』

は，それら報告書のうち「文化の時代の経済運営研究研究グループ」をは
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じめとする5冊に盛られた問題意識や内容を引き継ぐような形で構成され，

「ソフト化」「サービス化」と言われる経済構造の変容を中心課題において，

その現状分析とそれを踏まえた経済政策・経済運営のあり方を提言すると

いう内容となっている．大蔵省では，さらにこの報告書を踏まえて30以

上の研究チームからなる「ソフトノミックス・フォローアップ研究会」を

組織し，その研究成果は84年から87年にわたって全37巻からなるシリ

ーズとして発表されている．それは全体として，ソフト化時代の企業構造

や産業組織あるいは国際貿易といった問題から家庭・文化・教育や「人間

性」そのものに関わる問題までをも包含するきわめて広範な領域をカバー

するものとなっている．

　『ソフトノミックス』の中で，ソフトノミックスとは，経済（エコノミ

ー）の原語である「オイコス・ノモス」にならって「社会・経済の構造変

化が要請するこれからの経済政策・経済運営のあり方」を示す造語であり，

その基本的考え方は「生活の質の向上を目指し，精神的・文化的満足を求

める人々の要請に応えるために，市場の機能や市場の領域をできるだけ拡

大し，民間経済の活力を引き出していくこと」（強調筆者）と定義されて
（46）

いる．そして，この精神的・文化的満足ないし「精神的・文化的豊かさ」

を求める「人々の要請」の高まりを示す根拠としてあげられているのが，

例の，総理府のおこなってきた国民生活世論調査なのである．

　これまで見てきた公文書と同じように，『ソフトノミックス』からは，

その著者としてあげられている「経済の構造変化と政策の研究会」のメン

バーが，精神的・文化的豊かさという言葉で具体的にどのような状態を想

定し，また，それを実現するための施策とそのような「豊かさ」とのあい

だにどのような因果関係を想定していたかについては必ずしも明らかでは

ない．しかし，彼らが1983年の段階でソフトノミックスないし「ソフト

化」「サービス化」という言葉で表現しようとした経済構造の変化は紛れ
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もない事実であり，現在もその傾向は続いている．「ソフトノミックス』

が発表された当時の第3次産業の就業人口は55パーセントあるとされて

いる，高度経済成長がはじまった頃には第3次産業の就業者は36パーセ

ント前後しか占めていなかったことを考えるとこれは非常に大きな増加で

あるが，国勢調査によれば，その比率はその後さらに増大し1995年には

約62・f一セント（3964万人）とはじめて6割を越えている．しかもその

前年の94年にはその内のサービス業の就業人口が1542万人と製造業の

1496万人をはじめて越えている．そして，1997年には，サービス業が

1648万人に対して製造業は1442万人とその差はますます拡大している．

さらに，そのサービス業の中でも，1985年から95年までの10年間で事

務所関連サービス（61パーセント増），社会福祉関連サービス（47パーセ

ント増）にっいで高い伸び率を示しているのは，余暇関連サービス（38
　　　　　　　　　　（47）
パーセント増）なのである．

　この就業構造の変化は，いわゆる情報化やサービス部門の拡大といわれ

る個々の企業構造の変容にも対応している．すなわち，企業が力点を置く

ポイントが資金面でも人材面においても，技術革新や設備投資を通した生

産性向上という旧来のモノづくりを主体とした生産部門を中心とした体制

から，研究開発やデザイン開発あるいは販売など技術部門や管理・事務部

門中心の体制へとシフトしているのである．製品じたいも，かってのマス

プロダクション中心であった時代から，多様な消費者二一ズに対応した他

品種少量生産の商品が増加している．市場構造においても，モノ離れとサ

ービス志向が顕著になり，また消費性向の多様化が目立つ．

　（2）　総合政策としての文化政策とその問題点

　民間セクターであるこれら産業，企業，市場における変化は，それぞれ

何らかの意味で文化に関わるものである．同じように，公的セクターにお
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いても，道路や下水道の整備などいわゆる都市化が進んだ社会における市

民生活の最低条件としての「シビル・ミニマム」を越えた都市の景観やア

メニティ（快適性）など地域環境の質への関心や生涯教育への住民への関

心と需要の高まりへの対応が要求されるようになってきたが，これらもま

た，芸術や文化と密接な関連性を持っものである言える．特に，再開発を

中心とした都市計画，あるいはまたモノづくりの拠点が海外に移っていき

第1次産業や第2次産業を中心とする地場産業が空洞化した後の観光業な

どのサービス業や知識集約型の産業などの導入による地域経済の再活性化

という行政の分野では，否応なしに「文化」が浮かび上がってくることに

なる．これらの動向にともなって，文化政策を都市計画や経済政策など他

の公共政策と統合した総合政策的な分野として位置づける動きも出てきた．

　言うまでもなく，都市計画や経済政策は，公的セクターと民間セクター

が出会う政策領域でもある．つまり，「文化」は，異なる政策領域をつな

ぎ合わせるだけでなく公的セクターと民間セクターが出会う政策領域でも

あった．文化政策研究者の河島伸子が指摘するように，このような経済の

ソフト化・サービス化を背景とした文化政策と他の公共政策との融合の傾
　　　　　　　　　　　（48）
向は先進国共通のものであり，文化の問題がクローズアップされてくるの

は，いわば必然的な帰結であったとさえいえる．

　じっさい，文化について関心を寄せてきたのは，自治体や文化庁だけで

はなかった．外務省，自治省，通産省などをはじめさまざまな官庁が文化

振興に関わる実態調査や需要調査を行い，また，外務省は1972年に国際

交流基金を，自治省は1994年に地域創造を設立して，文化振興に関わる

事業や助成活動をはじめている．

　河島が指摘するように，問題は，この未踏の政策分野でありまた複雑な

問題を含んでいる領域をカバーできるような広い視野と知識を持っ人材が

決定的に不足していることであり，また，そのような複雑な問題を体系化
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できるような理論や知識および技術それ自体が未発達であるということで

あった．1990年代に入って，芸術経営学（アートマネジメント）や文化

行政関連の書物が盛んに出版されるようになったが，日本における文化政

策の歴史や現状およびその法理的根拠などを概観した最初の書物である

『文化政策概論』が元文化庁の文化普及課長であった根木昭らによって発

行されたのはようやく1996年になってからのことであった．根木らは翌

1997年には，同書の姉妹編のような形で文化会館の歴史と現状を通覧し

た『文化会館通論』を出している．現在のところ，文化政策や文化会館の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）
問題について通覧できる書物は，この2冊しかないと言ってよい．

　既にみたように，1990年代初期にはじまったアートマネジメント研修

事業は，このような理論的，技術的蓄積の欠如という問題に対応したもの

であるが，1992年に発足した文化経済学会もまた，文化行政における理

論的整備の必要を背景としているものであると言える．すなわち，この学

会は，文化に対する公共投資と民問投資の拡大を背景として，その理論的

根拠や理念を明らかにすることを目指して発足したものであり，大学や研

究所に属する研究者だけでなく，芸術関係者，行政関係者，建築関係者，

そして行政や民間の文化関連事業の調査やコンサルティングに関わるシン

クタンクやコンサルタントの関係者，などから構成されている。

　もっとも，文化行政を理論化し体系化しようという試みがそれ以前にな

かったわけではない．1980年代に本書でいう文化政策ブームが始まる以

前にも，既に1970年代には主に関西の自治体の試みを端緒とする文化行

政推進の動きは，1977年に神奈川県の呼びかけではじまった「全国府県

文化行政連絡会議」やその後にっづく79年の全国文化行政シンポジウム

などを契機として全国に広がっていき，一種の文化行政運動の様相を呈し

ていた．神奈川県の文化室主幹や目治総合研究センター研究部長などを歴

任しまた首都圏文化行政研究会代表をもっとめた森啓と法政大学教授の松
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下圭一を一種のイデオローグとし「文化に行政を，行政に文化を」をキャ

ッチフレーズとするこの文化行政推進運動の基本的発想の中には，「文化」

を切り口ないしキイワードとして行政の縦割り主義を克服し総合行政に転

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）
換し，また市民参加の道を積極的に開いていこうという「行政の文化化」
　　　　　　　　　　（51）
という概念が含まれていた．その意味では，当時としてはきわめて斬新な

発想を含む運動であり，また，各地での先進的な実践の理念的根拠となり，

さらに1980年代後半の文化政策研究につらなる一っの潮流になってきた

という点で少なからぬ意義を持っていたと言える．しかしながら，この運

動は行政関係者を中心とした運動にとどまったきらいがあり，経済学者や

法学者などを含むより広い範囲の研究者や民間業者や芸術関係者が関与し，

また海外での動向との比較をも含めて文化政策と文化行政にっいての検討

が始まったのはむしろ1990年代に入ってからであり，その歴史はきわめ

て浅いものである．

　行政文書の中にいまだに「物の豊かさと心の豊かさ」あるいはまた「文

化の発信」というような，その内包も外延もあいまいな用語が使用され続

けているのは，このような文化政策と文化行政に関する知識や理論の欠如

を露呈するものであると言えよう．総合政策としての文化政策がカバーし

うる幅の広さを示せるという一点のみに関していえば，「文化の時代」や

「心の豊かさ」あるいは「文化発信」というような，いかようにでも解釈

が可能なキイワードは，たしかに恰好の言葉である．しかし，言うまでも

なく，ある特定の政策が総合政策としての性格をもっということと，その

政策じたいの意図や具体的な目的あるいはそれを達成するための技術や知

識があいまいなままで放置されるということとは全く別の問題である。既

に指摘したように，「心の豊かさ」や「文化発信」は，文化行政を実施す

るにあたって，その実際の意図を糊塗したり，あるいはその意図事態が曖

昧なものであるためにゴミ箱モデル的なプロセスによって意思決定がされ
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ていることを隠蔽するために用いられてきたのである・

　さらに事態を悪化させてきたのは，行政組織における文化部門の相対的

な位置づけの低さである．文化庁じたいが教育行政を中心とした巨大な現

業官庁である文部省に外局としてぶら下がる形で存在する外局でしかない

が，これに加えて，予算面でも人員数の面でも7割以上を占めるのは文化

財保護関係の事業なのである．自治体の場合，文化担当セクションの多く

は教育委員会の文化課ないし首長部局の生活文化課や文化振興課であるが，

どちらの場合も，しばしば依然として相対的にかなり周辺的な位置にとど

まっており，文化行政の担当になることを一種の「左遷」と受け取る職員

も少なくないという．また，既に述べたように，文化振興法ないし文化基

本法という文化振興の根拠となる法律が欠如していることも政策理念を支

える論理構築の基盤を脆弱なものにし，ひいては文化担当セクションの立

場を相対的に弱いものにしている．

　つまり，文化の時代と言われ，また実際に社会全体の動向からすれば最

も重要な位置づけになるべきであるとさえ言える文化担当部局が，結局は，

行政組織全体の中で周辺的な位置づけのままにとどまり，独目の政策領域

とそれに対応した確固たる組織基盤と法律的根拠を確立出来なかったのだ

と言えよう．したがって，総合政策としてのビジョンを提示するどころ，

逆に，文化政策の実施においては，多くの場合，土木行政，余暇行政，社

会教育（とりわけ生涯学習）など既存の政策領域の枠組みと手法が援用さ

れることになったのである．

　（3）　文化行政と文化遅滞

　要するに，行政には社会の大がかりな変革の動向を的確に把握し，それ

を理論化，体系化した上で新たな社会のあり方を文化を切り口として構築

していく上での政策をっくりあげていくための知識もなければ，それを実
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現していくための方法論や技術にも欠けていたのである．既に述べたよう

に，その中でも行政担当者に最も欠如していたのは，芸術そのものにっい

ての理解と素養，そしてまた理念と目的意識であったと言えよう．

　たとえば，神奈川県青少年センターの副館長を皮切りにさまざまなホー

ルの館長を歴任してきた田村忠雄は，あるところで，かって70年代当時

は公文協の研究会の席上でホールの灰皿が盗まれないようにするにはどう

したらいいかという議題をめぐって一時間にもわたって議論がおこなわれ

た例をあげながら，次のように語っている．

　つまり現在から考えたら，まったくばかみたいな話に聞こえるかもしれませ

んが，まずハードが建った．しかしハードの中で内容的に文化の本質は何だか

ら，どういう方向に向けてなにをやるかということよりも，まず市民県民住民

に対して，できるだけ何億のお金をかけた財産なのだから，いっぱい使っても

らおうということと同時に公有財産を傷っけられないという思いあるいは壊し

たり盗まれたりしないということを，誠実なる公務員の方は考えるんですね，

そういうような人たちがそこに配置され，一生懸命やりますからどういうこと

になりますかというと，結局は，時問を守らなければならないとか，そこにあ

る湯呑を洗ったならばちゃんと返しておけとか，とにかく物理的な管理規定に

忠実になって，……他にやる仕事の積極的な目標を自分が持っていないから，

誠実にやることはそこを汚したら困るとかそういったふうなことになっている
　　　　　（52）
面があるんです．

　もっとも，これは行政関係者に限ったことでは無い，民間企業の側にも，

文化事業を積極的に展開していく知識，理論，技術の蓄積は欠如しており，

そのための人材も少なかった．たとえば，現在東急文化村代表取締役副社

長である清水嘉弘は，文化村の担当を命ぜられた時のことを述懐して次の

ように語っている．
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　私自身，大学を卒業してから39年，百貨店人として懸命に働きつづけてき

た，文化事業においては全くの素人．そんな私がある日突然「文化村をやれ」

と言われたのだ．「モノ」を売ることに日々腐心してきた私が「きれいな花

（文化）」を咲かす仕事をやりおおせるかどうか，百八十度発想の転換をっきつ
　　　　　　（53）
けられることになる．

　明確な理念や目的意識の欠如と知識や理論や技術の欠乏は，行政や民間

あるいはまた両者が共同でおこなう文化関連事業をめぐる組織的意思決定
　ア　ナ　　　キ　　

を無政府的な性格のものにしていくことになった．ハコもの行政としての

公立文化ホールの建設はその典型的なあらわれの一っであるが，民間主導

でおこなわれたホール建設ラッシュにもまた同じような傾向があった．

　そして，1980年代後半から90年代初頭までのいわゆるバブル経済は，

このような傾向にさらに拍車をかけることになった。すなわち，解くべき

「問題」を求めてさまよう大河のような「解決策」の流れが忽然と出現し

たのである。それ以前の時期にも，それほど確たる理念や目的意識もなし

に文化への投資は続けられていたが，バブル経済による税の目然増は新た

な公共資金の投入先の模索を生みだし，同じように民間の場合も余剰資金

の増加を背景に新たな投資先を模索しはじめることになった．そこでクロ

ーズアップされてきたのが，経済全体のソフト化，サービス化の中で注目

を集め始めていた芸術をはじめとする「文化」だったのである．

　とりわけ，これと前後して都市の再開発をおこなう上で文化施設を地域

のイメージアップと集客のための目玉とする手法が流行のようになってい

たことがこの傾向を助長した．特に公有地の払い下げや信託制度による再

開発の場合には，文化施設を設けることがその条件として要求されること

が多くなっていった．ある調査は，1992年までにおこなわれた，文化施

設が複合された大規模都市開発事業の事例35件の概要を紹介しており，
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そのうち半数以上が1985年以降に竣工していることを明らかにしている

が，首都圏において85年以降に竣工した再開発事例に限ってみてもその

数は20事例近くに及ぶ．これら再開発にともなう文化施設建設それじた

いが文化に対する需要を喚起したことは言うまでもない．また，そのよう

な経緯でっくられた施設は，それを用いた公演やイベントなどの文化関連

の事業をめぐる市場を一一時的にせよ一活性化させていった．さらに，

80年代には，そのような施設やその周辺にパブリックアートを設置する
　　　　　　　　　（54）
動きが本格化していった．一方，地方自治体のレベルでは，これに加えて

「地域起こし」の手段として新たに文化がクローズアップされてきたこと

も忘れてはならないだろう。第1次産業や第2次産業が低迷している中で，

観光を中心とするサービス業が重要性を高めていったのである．

　佐藤信が文化をめぐる行政の対応の変化の背景について推測する中で

「危機」という言葉で表現し，また「何かが壊れはじめている」兆候とし

てとらえたものは，おそらくは，このようなソフト化，サービス化を中心

とする新しい経済の枠組みに対して，それに対応する社会と文化の枠組み

が十分に構築されていないことを指しているものと考えられる．テクノロ

ジーなどの物質文化の変化と社会通念などの非物質文化の変化の度合いに

ズレが生じ，社会生活にさまざまな不適合状態や混乱が生じることを「文

化遅滞（cultural　lag）」と呼ぶことがあるが，文化政策をめぐるさまざま

な混乱は，まさに経済面の変化と社会・文化面での変化のあいだのギャッ

プに由来する一種の文化遅滞のあらわれであったと言えよう．

　文化遅滞を解消していくためには，変化の遅い文化領域の活動に関わっ

てきた中でもより進んだ知識や技術を持っている人々やグループがそのイ

ニシアチブをとっていくことが望ましいだろう．ヨーロッパなどとは違っ

て日本では，行政に文化に関する蓄積が乏しく，それに対して文化活動と

りわけ芸術や芸能に関しては芸術家や興行会社あるいはまた市民のアマチ
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ユア団体など民間の人々や組織によって担われてきた部分が圧倒的に大き

いという事実を考慮に入れれば，文化「行政」に関してはその蓄積がある

民間がイニシアチブをとっていく必要がある．そして，それは「民聞活力

の導入」というような，経済政策主体でありまた行政主導の傾向をもっ発

想ではなく，もっと大胆な民間への権限委譲をも含む官民の役割分担の転

換と真の意味でのサード・セクターの導入が中心になるべきだろう．

W．パトロネージをめぐるさまざまな問い
　　　　　　　　　　　アカウンタビリテイ
　　ー行政と演劇人の説明責任一

　　　　　　　　　　　　1．行政の説明責任

　行政が大幅な権限委譲をも視野に入れながら文化振興をはかっていく上

でのパートナーとすべき「民間」の中には，当然のことながら，市民や興
　　　　　　　　（55）
行資本などの営利団体の他に，本書の主な対象である現代演劇系の芸術家

や劇団のような非商業的な芸術活動をおこなっている芸術家や芸術団体が

含まれる．一っの可能性としては，フランスなどを典型とするヨーロッパ

のいくっかの国や共産圏ないし旧共産圏諸国のように，芸術家や芸術団体

それ目体を公務員や国立ないし準国立機関として行政組織の一部に抱えこ

んでこんでいく方向もある．しかし，これは，日本では歴史的に芸術活動

を民間が担ってきた経緯からしても，また行政組織の肥大化を生みだす恐

れがあるという点からしても，限定的なものにとどまるだろう．最も現実

的なのは，既存の芸術家や芸術団体に助成していく方向であり，またそれ

を現在以上に拡充していく方向であろう，

　行政の側にとっては，これは，文化や芸術といういわば「不得意分野」

において民間の実績や蓄積を活用する，いわゆる「民間活力の導入」であ

ろうが，非営利的な芸術活動を続けてきた芸術家や芸術団体にとっては，
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公的助成の拡充は，芸術をビジネス化していくことの限界の少なくとも一

部を克服する上で有望な方向であると言える．とりわけ実演芸術の中でも

収益性がきわめて低い演劇に関しては，公的助成の拡大によって市場収入

のみによって経済的目立と芸術表現における自由の双方をめざそうという

戦略が宿命的に抱えている限界を乗り越え，平田オリザが言うように，

「演劇だけを続けて，劇団ごと食べていける時代」を実現できるのかも知

れないのである．

　しかしながら，国家や自治体によるパトロネージの拡大は，その一方で

芸術が実現すべき価値および芸術が理念として持っ「目律性」という点に

関して大きな問題を含んでいる．既にみてきたように，行政はこれらの問

題に関する定見を持てずに文化政策を「対症療法的」に進めてきた，これ

から見ていくように，芸術家や芸術団体にとっても事情は似たようなもの

であった．

　まず第一に，人々の生活においてもあるいはまた産業構造の中でも文化

なり芸術が大きな比重を占めてくるようになったとは言っても，特に芸術

がその中でどのような社会的価値を実現でき，したがって公的支援の根拠

となりうるのかという問題がある．既にみたように「心の豊かさ」や「文

化の発信」という1日来の文化行政の物語において想定されている芸術の価

値は漠然とし過ぎているだけでなく明らかな論理矛盾を含むきわめて根拠

薄弱なものでしかないが，それとは別の形で提唱されてきた芸術がもっと

されるさまざまな価値についてこれまで必ずしもコンセンサスなり妥協点

を模索して議論が積み重ねられてきたとは言い難いし，その実際の「効

果」に関して実証的に明らかにされてきたわけでもない。

　たとえば，芸術活動や芸術作品それじたいに価値を認める見解もあるだ

ろう．これは芸術そのものに至上の価値を認めそれ目体を「目的」とみな

す古典的な芸術至上主義的発想であるが，一方には，他の社会的価値を実
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現する上での「手段」としての芸術の価値を強調する立場もありうる．た

とえば，芸術はエ：／タテイメント産業や他のサービス産業などに対して先

進的な「ソフト」や「コンテンッ」を生みだす研究開発的部門となりうる

かも知れないし，あるいはまた芸術それじたいが雇用や入場料・観光収入

を生みだす一種の産業としてもっ経済的な波及効果を強調する見解もある

だろう．さらには，芸術が情緒面での教育や福祉といった面で持っ潜在力

を強調する立場もある，もちろん，芸術には国家なりある地域なりの文化

的到達度と洗練の度合いを対外的に示し威信を高める象徴的な機能もある．

じっさい・目治体が文化ホールを建設したり芸術行政を中心とした文化行

政に力を入れてきた背景の一っには，このような芸術の象徴的な機能や経

済的波及効果を通した地域起こしの起爆剤として持っ力への期待がある．

　言うまでもなく，これらのどの価値に力点を置くかによって行政による

支援や行政と芸術家・芸術団体とのパートナーシップのあり方は異なって

くるものであるし，支援する側（政府，目治体，民間財団，個人）の役割

分担やその中でのさまざまな助成プログラムの組み合わせのあり方も変わ

ってくるものであろう。（もちろん，追求すべき価値の内容次第によって

は，プロの芸術家・芸術団体への支援はそれほど必要ではなく，むしろア

マチュアや市民の創造活動や鑑賞活動に対する支援に重点をおくべき場合

もある．）また，当然，その助成プログラムの対象となる芸術家・芸術団

体の選出の根拠そしてまた助成の実際の効果にっいての評価が必要になっ

てくるし，それを国民や住民，理事会，寄付者などに対して説明する責任

が生じてくる．同じようなことは，芸術家・芸術団体の側にっいても言え

る．つまり，芸術家・芸術団体の側も目分たちがどのような価値の実現を

根拠として助成を受けようとするのかを明瞭にでき，また，実際にその目

的が達成されたかどうかという点にっいての説明責任を持っことになる．

　一方で芸術に対するパトロネージの拡大は，芸術そのものの存立基盤に
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関わるもう一っの重要な問題，すなわち，「国家や自治体あるいは企業や

財団などというパトロンからのサポートや庇護を受けながら，どのように

して表現の上での自由や自律性を維持していけるのか？」という問いを突

きっけることになる．わたしたちは芸術に日常の社会生活における用途や

有用性とは無縁の独自の価値を認め，「芸術は何物にも束縛されない自由

で自律的な存在である時にこそ真の芸術たりうる」という考え方を広く共

有している・これは・とりもなおさず，芸術が社会に対して相対的な自律

性を持ち社会に対して一定の距離をとり「超社会的なコメント」を加えう

る文化ジャンルであることによって，社会の中に埋没している限りは到底

獲得できないビジョンを提供できるからに他ならない．っまり，芸術は紛

れもなく社会生活の一部ではありながら，一方では常にその社会からはみ

出す面をもち，時にはその社会の秩序に真っ向から対抗するような活動を

おこなう可能性があるのである．

　そのような性格をもっ芸術に対してパトロネージを適用することは，当

然，「パトロンの庇護を受けながらそのパトロンそのものを否定するよう

な内容を含む内容の作品」という逆説を含むことになり，それはしばしば

スキャンダルの様相を帯びてくることになる．欧米におけるその種のスキ

ャンダルの例として最も有名なものは，主にアメリカ合衆国政府の予算に

よって運営されているNEA（全米芸術基金）存続の危機をもたらした，

1989年に起きたアンドレ＝セラーノが十字架にかけられたキリストの像

を自分の尿にひたして制作した『ピス・クライスト』や写真家メープルソ

ープによる同性愛をテーマにした作品数点を含む一連の作品の展示である

『パーフェクト・モメント』をめぐる議論がある。セラーノもメープルソ

ープも直接ないし間接的にNEAの助成金を受けていたことから，この2

っの作品は両方とも連邦議会レベルでの議論を巻き起こし，NEAじたい

の解体や予算削減の提案を生みだした．結果的には，これらの事件をめぐ
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る議論はNEAの解体にも予算の削減にも結びっかなかったが，当時の

NEA長官であったジョン＝フロムメイヤーは，その後，1992年大統領選

のさなかにNEAが助成した同性愛に関するテレビプログラムをめぐる政

治的キャンペーンの中でブッシュ大統領によって事実上の免職処分を受け

　（56）
ている。

　日本の場合には，1986年に起きた富山県立美術における大浦信行の版

画シリーズ『遠近を抱えて』の展示をめぐる事件が代表的なものの一っで

ある．このシリーズの中には，昭和天皇の写真に女性の裸体や人間の内臓

図を組み合わせたコラージュによる作品が含まれていた．県立美術館はい

ったんこれを展示し購入を決めておきながら，県議会や地元紙における批

判を受けて美術館の判断で非公開とし，さらには作品10点のうち作者寄

贈分の6点が作者に返却され，さらには作品の掲載された『図録』の販売

　　　　　　　　（57〉
も停止されるなどした．

　本書の主な対象である現代演劇に関していえば，これらの事件は，たと

えば国家体制に対する明白な批判をその内容として含む演劇作品に対して

芸術文化振興基金の助成が適用されうるかという問題であり，また，新国

立劇場で天皇批判を主題とした演劇公演が可能であろうかという問題にも

　　　（58）
なるだろう．

　要するに，文化行政とりわけ芸術に対する公的助成を含む芸術文化行政

を展開していくにあたっては，行政組織は次のような一連の問いに対して

説得力のある答えを用意しておかなければならないのである。

・行政はいかなる理由で，またどのような形で芸術家や芸術団体とパート

ナーシップを組むべきなのか？

どのような種類の芸術活動をおこなうどの芸術家ないし芸術団体が，い

かなる根拠で，またどのようなタイプの公的助成を受けるに値するの
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か？

・助成によって実現されるべき価値は，実際にどの程度まで達成されたと

言えるのか？

　　　　　　　　　　　2．芸術家の説明責任

　言うまでもなく，この3っの問いは行政に問われているだけでなく芸術

の側にもっきつけられている問いでもある．これまで見てきたことからも

明らかなように，日本の国（中央政府）や目治体（地方政府）は，これら

の問いに対する知識も技術も不足していたために，文化行政に関わる意思

決定に関して無政府的な組織となりゴミ箱的な意思決定をおこないがちだ

ったのであるが，芸術家についても事情は似たようなものであった．すな

わち，日本の芸術家や芸術団体は，芸術活動をおこなう上ではある程度の

知識と技量をもっ「プロ」ではあるかも知れないが，その芸術活動と社会

の重要な接点の一っである助成とを結びっけるロジックあるいはまた助成

金を自分たちの活動に効果的に生かしていく上での知識や技術という点で

はきわめてアマチュア的であったと言える．

　特にこれは，現代演劇の場合のように，音楽や美術とは違って学校教育

の正規の科目からも除外され，助成に関しても特定の団体がわずかの額の

助成を受けていたにとどまっていた芸術ジャンルの場合には顕著な傾向で

あった．比較的よく知られているように，現代演劇は，公的な支援とはほ

とんど無縁のところで身内的な観客層からの公演収入や自己負担によって

支えられてきたのである．その意味で1990年代に立て続けに具体化した

自治体の芸術振興予算や芸術文化振興基金やアーップラン21あるいは新

国立劇場は，多くの演劇関係者にとっては「棚ぼた式」（演劇評論家・衛

紀生の表現）に急激に登場した新たな資源であると言える．それは，活動

のための資源が決定的に不足していたというところに現われたという点に
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関しては「干天の慈雨」とも言える出来事だったと言えるが，これら3っ

の問いに対して答えていく上での十分用意のないままに出現したという意

味においては「晴天の霞震」とも言える事態であったとも言える．

　じっさい，一部では既に「助成依存体質」とも言えるような状況が生ま

れている．たとえば，日本の代表的な人形劇団の一っであるプークの代表

である長谷川正明は次のように語っている．

　私の所属する劇団プークも毎年1回乃至2回の目主公演に200万円から400

円ほどの［芸術文化振興基金による］助成を受けている．少額だがこれによっ

て劇団財政は大変助かっている．殊に大人を対象にした芝居の公演は，毎回

700万円から1000万円近い赤字を出しているから助成金が出るとの知らせが

あると，劇団の財政担当はそれを担保に銀行に借金を申し込み一息っくので
（59）

ある．

　同じように，流山児★事務所を主宰する流山児祥は，長谷川のこの文章

を引用して次のように書いている一「事実，芸術文化振興基金の助成金

を担保に劇団の制作は銀行に借金をしているのが，この2～3年の実状で
（60）

ある」．

　問題は，助成を受けた後の運用の方法に限らない．そもそも助成を受け

ること自体についてのロジックが確立されていないのである．現代演劇の

場合にはプロとアマの区分が明瞭ではなく，また表現に関してスタンダー

ドと呼べるものが存在せず，さらには批評も確立されていない．また，音

楽や美術を享受する人口と比べて現代演劇の観客層はきわめて薄い．この

ような判断の規準ないし「モノサシ」と呼べるものがほとんど無いような

状況にあって，行政の側にとって，右にあげた二番目の問いに明確な根拠

にもとづいて答えていくこと，すなわちどのようなタイプの演劇活動をお

こなうどの演劇人なり劇団がいかなる理由で助成に値するかにっいて判断
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することは難しい．出来合いの文化行政のロジックからすれば，演劇がい

かに「心の豊かさ」や「文化発信」に有効であるかを唱えることは不可能

ではないだろうが，それが特定の劇団や特定の演劇人の活動とどのように

関連しているのかを説明することはほとんど不可能であるに違いない．

　多くの演劇関係者にとっても，事情は同じようなものであった．という

よりは，行政担当者の場合とは違って，彼らには，きわめて粗雑な「文化

の時代」のようなロジックさえなかったという点では，事態はさらに不利

なものであったと言えよう．じっさい，従来もっぱら身内の観客からのチ

ケット収入や「身銭を切って」公演をおこなってきた目分たちの演劇活動

が，どのような点で公的支援に値するのか，またどのような社会的価値を

実現する上で貢献できるのかなどというのは，それまでほとんど考えもし

なかった問題であったに違いない．

　1994年に大阪の扇町ミュージアムスクエアでおこなわれた「関西演劇

人会議’94」の報告書には，そのような行政，演劇人双方のとまどいがよ

く現われている，同報告書は，演劇人からの声として，助成金の評価基準

が明確でないという問題が指摘される一方で，実際に助成金を支給された

劇団側の感想としては，「もちろん貰えるものは貰いたいし助成金大歓迎

だが・いつも何故貰えるのか考えてしまい，なんとなく居心地悪い」とい

うものや公演の内容ではなく申請書類の書き方などのテクニックで決まっ

ているという印象があり納得できないという感想が述べられている．一方

では，行政関係者の話として，「積極的に文化行政を行っていきたいが，

どういうところに，どんな助成をしていけばいいのかわからない」という
　　　　　　　　（61）
発言が引用されている．

　また・演劇活動が何らかの社会的価値を実現する上で有効であるにして

も，プロフェッショナリズムが確立されていない以上，果たして自分たち

にそれをおこなうだけの技量があるのかどうかについて証明できる手段も
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また論理も構築されてこなかったと言える．

青年団所属の俳優である山内健司は，あるところで次のように語ってい

る．

　…私たちは助成金をもらっていますが，地方でその話をすると（公共の金

を芝居に使って）“ずるいと思いませんか”と言われるんですねそこで腹を

割って話すなり，なあなあにするなり対処法は色々ですが・もっと論理的に説

明できないものかという思いもあるんです．自分のやってる仕事はそうそうみ

んなができるもんじゃないという説明ができないものかと思うんです．歌舞伎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）
なら助成金をもらっていいけどっていうおじさんはまだいっぱいいるんです，

　実際のところ，現代演劇の関係者の中には，歌舞伎なら公的助成金の支

援を受けてもいいが現代演劇については疑問を感じている「おじさん」に

対して公的支援の正当性について系統的にまた分かりやすい表現で説明で

きる者はまだきわめて少ない．

　さらに問題を複雑にしているのは，右にあげた三番目の問いと密接な関

連をもっ現代演劇と国家との関係である．現代演劇は明治期いらい政府に

よる庇護の対象であるどころかしばしば厳しい迫害や弾圧の対象となって

きたのであり，また，現代演劇の側でもそれに対応するかのように国家や

産業社会に対する意義申し立てをその主要なテーマの一っにしてきた。っ

まり，現代演劇の関係者にとっては，政府は支援を与えるパトロンという

よりは，むしろ長い間敵対すべき存在だったのである．同じように，地方

目治体のレベルでもごく近年にいたるまで，現代演劇については「アカ

（共産主義者ないしその同調者）のやること」というステレオタイプがっ

きまとっていたのである．

　このような事情がある以上，国家によるパトロネージの拡大からの支援

の動きに対して疑念を抱くのはきわめて目然の成り行きであり，また，そ
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れを進んで受けようとする演劇人の姿勢に対して懐疑的になるのも無理か

らぬことであったと言えよう．たとえば，ある小劇場系のプロデューサー

はこれについて次のように語っている一「国や地方目治体に金を出せ，

という人もいるし，最近アート・アドミニストレーションとか言う人も出

てきた。でも，個人的にはそれもどうかなと．もともと（誰かに）頼まれ

て（演劇を）やっている訳ではないし．［アングラ世代は］一応60年代と

か70年代に体制に石を投げようと思って芝居はじめたんじゃないの？⊥

　これらの問題と関連して，1990年あたりを境として，それまではごく

一部の演劇関係者のあいだでの議論の対象でしかなかった演劇の「公共

性」ないし「公益性」という問題が急速にクローズアップされてくること

になり，また，演劇界を横断した議論の場の必要性が認識されるようにな
　　（63）
ってきた．

　じっさい，芸術文化振興基金やアーップラン21あるいは新国立劇場の

創設は，右にあげたようないくっかの問いをめぐるさまざまな問題にっい

て演劇関係者が議論を重ねてまとまった見解を示すべきさまざまな問題を

含みうるはずのものであった．しかしながら，本章で見てきたように，文

化行政に関してはきわめて無政府的であった日本政府によるゴミ箱的な意

思決定過程を経て，事態はまさに「見切り発車」的に開始され，その後も

急速な展開を示してきた．事態は，さまざまな問題にっいて演劇関係者が

議論を重ねるどころか，そもそも共通の議論の場をっくるいとまも与えぬ

ほどの急激なピッチで進んできたのである。というよりは，皮肉なことで

はあるが，演劇関係者のあいだには，このような展開になって，しばしば

「タコッボ」的であるとも言われ，それまでそれぞれのサブジャンルや所

属劇団というきわめて狭い枠に限定されがちな視野しか持ち得なかった演

劇関係者のあいだに，はじめて演劇界を横断する形で議論をかわしたり合

意形成しようという気運が生まれてきたのである．
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　じっさい，行政側に芸術一般やとりわけ演劇を理解する人材がきわめて

少ないだけでなく，芸術の存立基盤に自律性というものがある以上，国家

や自治体によるパトロネージの拡大は，否応なく演劇界全体がその利害関

係者としてだけでなく，政策立案や助成の選考などにおいてパートナーと

して対応しなければならない問題であると言えよう．

　新劇系の劇団の一つである青年劇場の制作局長であり文化政策研究家で

もある土方与平は，新国立劇場の芸術監督人選問題が，それまで新国立劇

場に関して一部を除いて無関心であった演劇関係者のあいだに関心を呼び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（64）
起こしたという点で「怪我の功名」であったと語ったという．たしかに，

その発端は行政の側のゴミ箱的な意思決定過程にもとづき，また増分主義

的で対症療法的な対応であったとはいえ，芸術文化振興基金や新国立劇場

の問題あるいは自治体の文化行政の進展は，しばしば「タコッボ」的であ

ると形容され，また「演劇村」とも表現されてきた演劇関係者たちがはじ

めて「演劇界」というものを明確に意識させ，また，劇団制を中心とする

組織のあり方や職能としての演劇にっいて改めて考え直す気運を生みだす

上で重要な契機となったという点においては，まさに怪我の功名であった

と言えよう．

　現代演劇の公共性なり公益性にっいて問うことは・とりもなおさず「現

代演劇とは何（であるべき）か」という問いに対する答えを演劇関係者だ

けでなく政府や市民に対して提示できる説明責任を果たすことに他ならな

いが，それは同時に演劇生産の社会的基盤である演劇界，劇団，演劇人と

いう職能がどのようなもの（であるべき）かということと切り離して考え

ることは出来ないだろう．

　これらの問題にっいては，さらに稿を改めて論じることにしたい．
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